
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 １ 章 
 
 
 
 

高知県介護事業所実態調査の実施概要 
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１ 調査の目的 
 

本調査は、県内の介護事業所における介護事業者の状況（人数、賃金等）などを把握し、今後さらに

拡大すると見込まれる介護需要に対応できる人材確保に係る施策の充実や国への政策提言の基礎データ

として活用することを目的として実施しました。 
 
 
２ 調査対象 

 

（１）地域 高知県内 
 

（２）調査対象 
 

高知県内に事業所があり、高知県内を対象に介護サービスを提供している全事業所（7,670 事業所）

のうち、前回の調査対象から除いていた居宅介護支援を新たに加え、14 種類のサービス（訪問介護、

夜間対応型訪問介護、通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居

宅介護、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療

施設、居宅介護支援）の 1,198 事業所を調査の対象としました。有効回収数は 946 事業所、回収率

は 78.9％でした。 
 
３ 調査事項 

 

①事業所の所在地 ②事業所の開設及び介護事業の開始時期 ③法人格（経営主体） ④複数事業所

の有無 ⑤実施している介護サービスの種類（1 ヶ月の利用者数）⑥要介護度要支援度別利用者数 

⑦派遣労働者の受け入れ ⑧従業員数及び介護サービス従事者 ⑨職種別従業員数 ⑩１年間の採用者

数及び離職者数 ⑪過去 1 年間に採用した職員の質の評価 ⑫従業員の平均給与及び資格取得等への

支援の有無 ⑬従業員の充足状況 ⑭従業員の定着状況 ⑮介護事業収入における人件費の割合 ⑯離職

者数及び早期離職防止・定着促進の方策 ⑰人材育成への取組の方策 ⑱採用時の教育・研修の有無 

⑲介護サービスを運営する上での問題点 ⑳介護報酬改定に伴う経営・サービス提供面での対応及び介

護職員処遇改善加算の利用の有無 ㉑介護サービス事業の今後の方向性 ㉒介護現場の状況や要望につ

いて（自由記載） 
 
４ 調査対象期日・調査実施期間 

 

（１）調査対象期日 
 

原則として平成 25 年 7 月 1 日 
 

（２）調査実施期間 
 

平成 25 年 8 月 30 日から平成 25 年 9 月 20 日  
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５ 調査方法 
 

（１）調査票 
 

添付資料の「高知県介護事業所実態調査」により実施しました。 

（２）調査の方法 
 

①事業所調査の方法 
 

2－（２）の事業所に対し、（１）の調査票を郵送により配布し、郵送により回収しました。 

 

６ 主な用語の定義 
 
 
（１）就業形態・勤務形態について 

 
 

① 就業形態について 
 

「正社員」、「正職員」又は「正規職員」とは、本調査では、事業所が雇用している労働者で、労働

時間に関係なく、雇用期間に定めのないものとしています。 

「非正社員」又は「非正規職員」とは、本調査では、事業所が雇用している労働者のうち正社員、正

職員又は正規職員以外のもの（契約社員、嘱託社員、臨時的雇用者、登録ヘルパー等のパートタイム労

働者等）としています。 
 

② 勤務形態について 
 

非正規職員のうち、「常勤労働者」とは、本調査では、１週の所定労働時間が正規職員と同じも

のとしています。 

「短時間労働者」とは、本調査では、１日の所定労働時間又は１週の所定労働時間が正規職員に比べ

短いものとしています。 
 
 
（２）介護保険サービス系型区分について（主な介護保険サービスの種類） 

 

本報告書では、主な介護保険サービスの種類を、次のとおり介護保険サービス系型に区分しています。 
 

①〔訪問系〕 
 

訪問介護、夜間対応型訪問介護 
 

②〔施設系（通所型）〕 
 

通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護 
 

③〔施設系（入所型）〕 
 

特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設 
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④〔居宅介護支援〕 
 

居宅介護支援 
 
 
 
（３）職種について 

 

本調査では、主な職種である「訪問介護員」と「介護職員」を、次のとおり定義しています。 

「訪問介護員」とは、介護保険法の指定を受けた訪問介護事業所で働き、高齢者等の家庭を訪問

して家事などの生活援助、入浴などの身体介護を行う者で、いわゆるホームヘルパーとしています。 

「介護職員」とは、訪問介護以外の介護保険の指定介護事業所で働き、直接介護を行う従業員として

います。（看護職を除く。） 

 

７ 調査結果利用上の注意 
 
 
（１）サンプル数について 

 

集計表中の該当数値でサンプル数（回答数）が少ないものがありますが、それらは参考値との位置付

けとしています。 
 
（２）集計表・図・構成比について 

 

集計表・図・構成比（パーセント計算値）において、四捨五入の関係で、項目の和が計の数値に合わ

ないことがあります。 
 
 
（３）複数回答の構成比について 

 

複数回答［該当する答えの全て（あるいは複数）を選択する方式］の場合は、構成比（パーセント計

算値）の和が 100 パーセントを超えるものがあります。 

 

８ 参照データ 
 

高知県 高齢者福祉課 ：平成 22 年 12 月提供
高知県介護人材確保対策実態調査 

厚生労働省 ：平成 24 年 12 月 13 日提供
平成 23 年 介護サービス施設・事業所調査の概況 

介護労働安定センター ：平成 25 年 8 月 16 日提供
平成 24 年度 介護労働実態調査結果について 

 

 



 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 ２ 章 
 
 
 
 

事 業 所 に 対 す る 調 査 結 果 
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問 1  貴事業所の所在地の市町村名を（ ）内に記入してください。 
 

回答のあった事業所の所在地（市町村）で数値の高い順でみると、「高知市」が 40.9%と最も多く、高

知市に集中していることがわかる。次いで「高知市以外の市」が 33.9％で「人口１万人未満の町村」が

14.2％、「人口１万人以上の町」（いの町・佐川町・四万十町・黒潮町）が 11.0％の順であった。 

 
  

40.9%（n=387）

33.9%（n=321）

11.0%（n=104）

14.2%（n=134）

0.0%

37.5%（n=104）

37.5%（n=104）

8.7%（n=24）

13.7%（n=38）

2.5%（n=7）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

高知市

高知市以外の市

人口１万人以上の町

人口１万人未満の町村

無回答

回答事業所の所在地

H25年度 H22年度
n=

H25年度：946
H22年度：277



‐ 5 ‐ 
 

圏域別でみると、事業所の構成割合の順は、安芸圏では「居宅介護支援」「通所介護」「訪問介護」、中

央東、高知市、中央西、高幡圏では「通所介護」「居宅介護支援」「訪問介護」、幡多圏では「訪問介護」

「居宅介護支援」が同率で、次いで「認知症対応型共同生活介護」となっている。 

 
 

（注）表示単位未満の端数処理の結果、一部合計が 100%になっていない。 

「介護老人福祉施設」には地域密着型サービスを含む。 

  

19.0%

15.5%

18.6%

18.4%

16.7%

22.1%

25.3%

28.7%

30.0%

23.5%

26.2%

11.5%

3.8%

0.8%

2.1%

2.2%

0.0%

3.8%

10.1%

11.6%

8.8%

17.6%

10.7%

17.6%

6.3%

7.8%

3.1%

4.4%

8.3%

6.9%

3.8%

3.9%

1.8%

2.2%

3.6%

5.3%

1.3%

3.9%

3.9%

5.1%

4.8%

4.6%

26.6%

21.7%

22.5%

22.8%

25.0%

22.1%

3.8%

6.2%

9.3%

3.7%

4.8%

6.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

安芸圏

中央東

高知市

中央西

高幡圏

幡多圏

回答事業所の所在地（圏域別）

訪問介護 通所介護 小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護 介護老人福祉施設 介護老人保健施設

介護療養型医療施設 居宅介護支援 その他

A （n=946） 
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１年未満
1.8%

１年以上
２年未満

5.4%
２年以上
３年未満

7.2%

３年以上
４年未満

5.8%

４年以上
５年未満
10.1%５年以上

１０年未満
21.7%

１０年以上
41.5%

無回答
6.5%

事業所開設後の経過年数
（H22年度）

１年未満

1.4%

１年以上

２年未満

5.4%
２年以上

３年未満

7.6%

３年以上

４年未満

6.1%

４年以上

５年未満

9.4%

５年以上

１０年未満

22.4%

１０年以上

47.7%

無回答

0.0%

介護事業開始後の経過年数
（H22年度）

１年未満
5.0%

１年以上
２年未満

5.5%

２年以上
３年未満

6.1%

３年以上
４年未満

3.9%

４年以上
５年未満

4.1%

５年以上
１０年未満

31.0%

１０年以上
41.2%

無回答
3.2%

事業所開設後の経過年数
（H25年度）

問２ 貴事業所を開設した年月及び介護事業（介護保険指定サービスに限りません）を開始した年月を

記入してください。 
 

事業所の開設からの経過年数を数値の高い順でみると、「10 年以上」が 41.2％で最も多く、次いで

「5 年以上 10 年未満」が 31.0％、「２年以上３年未満」が 6.1％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護事業のサービス開始からの経過年数をみると、「10 年以上」が 39.3％で最も多く、次いで「5

年以上 10 年未満」が 32.0％であった。 

  

１年未満
5.0%

１年以上
２年未満

5.5%
２年以上
３年未満

6.1%

３年以上
４年未満

3.9%

４年以上
５年未満

3.5%

５年以上
１０年未満

32.0%

１０年以上
39.3%

無回答
4.7%

介護事業開始後の経過年数
（H25年度）

（n=946）

（n=946） （n=277）

（n=277）
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問３ 貴事業所の法人格（経営主体）はどれですか。 
 

回答のあった事業所の法人格（経営主体）をみると、「民間企業（株式会社等）」が 36.4％で最も多

く、次いで「医療法人」24.5％、「社会福祉法人（社会福祉協議会除く）」が 21.8％の順であった。 

ここ 5 年間の事業所開設状況を見ると、民間企業は他の法人格と異なり毎年 20 以上の新設事業所が

増えているが、その他の法人格においては新設事業所が少ない傾向であった。 

 
   

36.4%（n=344）

7.5%（n=71）

21.8%（n=206）

24.5%（n=232）

1.9%（n=18）

1.0%（n=9）

2.4%（n=23）

3.3%（n=31）

1.0%（n=9）

0.3%（n=3）

26.4%（n=73）

6.1%（n=17）

27.1%（n=75）

27.1%（n=75）

1.8%（n=5）

2.2%（n=6）

1.8%（n=5）

4.7%（n=13）

1.1%（n=3）

1.8%（n=5）

54.7%

5.7%

17.1%

10.4%

5.0%

5.9%

36.2%

6.5%

28.9%

13.5%

4.2%

1.7%

2.2%

1.3%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

民間企業（株式会社等）

社会福祉協議会

社会福祉法人（社会福祉協議会除く）

医療法人

NPO（特定非営利活動法人）

社団法人・財団法人

協同組合（農協・生協）

地方自治体（市町村・広域連合）

その他

無回答

事業所の法人格（経営主体）の種別比較

平成25年度 平成22年度 介護労働安定センター 厚生労働省
n= 

H25 年度：946
H22 年度：277

0.0% 

0.0% 

0.0% 
0.0% 

0.0% 
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（法人格別営業年数別事業所一覧） 

H25 年度 

営業年数 

合計 １年未満
１年以上

２年未満

２年以上

３年未満

３年以上

４年未満

４年以上

５年未満

５年以上 

１０年未満 
１０年以上 無回答 

民間企業（株式会社等） 344 34 37 39 28 20 121 58 7

社会福祉協議会 71 0 0 0 1 0 30 36 4

社会福祉法人（社会福祉協議会除く） 206 3 6 11 4 10 73 96 3

医療法人 232 9 7 4 4 6 48 146 8

NPO（特定非営利活動法人） 18 0 2 1 0 1 4 8 2

社団法人・財団法人 9 0 0 0 0 0 0 7 2

協同組合（農協・生協） 23 0 0 2 0 0 10 8 3

地方自治体（市町村・広域連合） 31 0 0 0 0 1 6 23 1

その他 9 1 0 1 0 0 1 6 0

無回答 3 0 0 0 0 1 0 2 0

合計 946 47 52 58 37 39 293 390 30

 

人口 1 万人未満の町村においては、社会福祉協議会や地方自治体が運営する介護事業所が多いこと

がわかる。 

 
  

50.3%

11.3%

33.5%

44.8%

33.3%

77.8%

56.5%

0.0%

44.4%

100.0%

33.4%

25.4%

43.2%

28.9%

61.1%

34.8%

29.0%

44.4%

8.7%

25.4%

9.7%

11.6%

0.0%

0.0%

8.7%

19.4%

11.1%

7.6%

38.0%

13.6%

14.7%

5.6%

22.2%

0.0%

51.6%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

民間企業（株式会社等）

社会福祉協議会

社会福祉法人（社会福祉協議会除く）

医療法人

NPO（特定非営利活動法人）

社団法人・財団法人

協同組合（農協・生協）

地方自治体（市町村・広域連合）

その他

無回答

事業所経営主体種別比較（人口別）

高知市 高知市以外の市 人口１万人以上の町 人口１万人未満の町村 無回答 A
（n=946）

（n=344）

（n=71）

（n=206）

（n=232）

（n=18）

（n=9）

（n=23）

（n=31）

（n=9）

（n=3）
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ある

81.0%

ない

18.6%

無回答

0.4%

複数事業の経営有無
(H25年度)

ある

80.9%

ない

18.1%

無回答

1.1%

複数事業の経営有無
（H22年度 ）

問４（１）貴事業所が属する法人では、貴事業所以外に別の指定介護サービスの事業所がありま

すか。 
 

複数事業所の有無をみると、複数事業所が「ある」が 81.0％で、複数事業所が「ない」が 18.6％で

あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ある」と答えたのは、「社会福祉法人（社会福祉協議会除く）」が最も多くなっていた。 

 
  

67.4%

88.7%

96.6%

89.7%

44.4%

88.9%

78.3%

71.0%

66.7%

66.7%

32.0%

11.3%

3.4%

10.3%

55.6%

11.1%

17.4%

29.0%

33.3%

0.0%

0.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%
0.0%

4.3%

0.0%

0.0%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

民間企業（株式会社等）

社会福祉協議会

社会福祉法人（社会福祉協議会除く）

医療法人

NPO（特定非営利活動法人）

社団法人・財団法人

協同組合（農協・生協）

地方自治体（市町村・広域連合）

その他

無回答

複数事業の経営有無(法人格別)

ある ない 無回答
（n=946） 

（n=946） （n=277）

（n=344）

（n=71）

（n=206）

（n=232）

（n=18）

（n=9）

（n=23）

（n=31）

（n=3）

（n=9）
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ある

80.3%

ない

18.3%

無回答

1.4%

事業所間あるいはサービスの
種類を超えた従業員の異動

（H25年度）

ある

82.1%

ない

17.4%

無回答

0.4%

事業所間あるいはサービスの
種類を超えた従業員の異動

（H22年度）

（２）（１）で「ある」場合、法人内の事業所間、あるいはサービスの種類を超えた従業員の異動が

ありますか。 
 

複数事業所がある法人で、法人内の事業所間、あるいはサービスの種類を超えた従業員の異動についてみ

ると、異動が「ある」は 80.3％で、異動が「ない」は 18.3％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ある」と答えたのは、「社会福祉法人（社会福祉協議会除く）」が最も多く、次いで「社会福祉

協議会」となっていた。 

 
  

70.3%

93.7%

98.0%

77.9%

75.0%

25.0%

27.8%

81.8%

50.0%

27.6%

6.3%

0.5%

21.2%

25.0%

75.0%

66.7%

18.2%

50.0%

2.2%

0.0%

1.5%

1.0%

0.0%

0.0%

5.6%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

民間企業（株式会社等）

社会福祉協議会

社会福祉法人（社会福祉協議会除く）

医療法人

NPO（特定非営利活動法人）

社団法人・財団法人

協同組合（農協・生協）

地方自治体（市町村・広域連合）

その他

従業員の事業所間・サービス種別間の異動状況(法人格別)

ある ない 無回答

（n=764） 

（n=766） （n=224）

（n=232）

（n=63）

（n=199）

（n=208）

（n=8）

（n=8）

（n=22）

（n=18）

（n=6）
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ある

36.8%
ない

56.7%

無回答

6.5%

同一サービス事業の有無
（H22年度）

ある

35.5%
ない

61.3%

無回答

3.2%

同一サービス事業の有無
（H25年度）

（３）法人内の他の事業所で貴事業所と同じ種類の指定介護サービスを行っている事業所はあります

か。 
 

複数事業所で同一種類の指定介護サービス提供事業の実施有無をみると、同一種類の事業所が「ある」

が 35.5％で、同一種類の事業所が「ない」が 61.3%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

「ある」と答えたのは、「協同組合（農協・生協）」が最も多く、次いで「社会福祉法人（社会福

祉協議会除く）」となっていたが、双方とも 50%をやや上回る程度であった。 

30.8%

42.3%

50.5%

25.9%

16.7%

33.3%

52.2%

45.2%

33.3%

33.3%

64.5%

54.9%

48.1%

71.1%

83.3%

66.7%

47.8%

51.6%

66.7%

33.3%

4.7%

2.8%

1.5%

3.0%

0.0%

0.0%

0.0%

3.2%

0.0%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

民間企業（株式会社等）

社会福祉協議会

社会福祉法人（社会福祉協議会除く）

医療法人

NPO（特定非営利活動法人）

社団法人・財団法人

協同組合（農協・生協）

地方自治体（市町村・広域連合）

その他

無回答

同一サービス事業の有無（法人格別）

ある ない 無回答
（n=946） 

（n=946） （n=277）

（n=344）

（n=71）

（n=206）

（n=232）

（n=18）

（n=9）

（n=23）

（n=31）

（n=3）

（n=9）
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問５  貴事業所で実施しているサービスの種類及び直近１ヶ月（７月または６月）の利用者数

をご記入ください。 
 

回答のあった事業所で介護保険サービス系型別を高い順にみると、施設系（通所型）が 31.7％で最も多く、

次いで施設系（入所型）26.7％、居宅介護支援 22.9％であった。 

 
 

回答のあった事業所を介護保険サービス別（グラフは次頁に記載）にみると、通所介護が 25.7％で最も多

く、次いで居宅介護支援 22.9%、訪問介護 18.5％、認知症対応型共同生活介護 11.9％の順であった。 

前回（22 年度）と比較すると、通所介護、認知症対応型通所介護が増えている。 

  

18.6%

21.3%

31.7%

26.0%

26.7%

32.5%

22.9%

0.0%

0.0%

20.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25年度

平成22年度

事業所のサービス類型ごとの事業所数の構成割合（Ａ）

訪問系 施設系（通所型） 施設系（入所型） 居宅介護支援 無回答 A

（n=946）

（n=277）
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「通所介護」が 242（25.7%）と最も多く、次いで「居宅介護支援」が 217（22.9%）となってい

る。 

 

18.6%（n=176）

18.5%（n=175）

0.1%（n=1）

31.8%（n=300）

25.7%（n=242）

2.1%（n=20）

1.9%（n=18）

2.1%（n=20）

26.7%（n=253）

2.0%（n=19）

11.9%（n=113）

0.6%（n=6）

0.3%（n=3）

4.9%（n=46）

3.0%（n=28）

4.0%（n=38）

22.9%（n=217）

0.0%

21.0%（n=58）

19.9%（n=55）

1.1%（n=3）

25.9%（n=72）

22.0%（n=61）

0.0%

1.4%（n=4）

2.5%（n=7）

32.6%（n=90）

2.2%（n=6）

13.4%(n=37)

0.4%（n=1）

0.0%

7.2%（n=20）

4.0%（n=11）

5.4%（n=15）

0.0%

20.5%（n=57）

25.0%（n=2,724）

25.0%（n=2,724）

0.0%

37.4%（n=4,066）

27.1%（n=2,938）

4.1%（n=450）

3.1%（n=339）

3.1%（n=339）

15.1%（n=1,659）

3.3%（n=365）

8.7%（n=951）

0.0%

0.0%

0.0%

3.1%（n=343）

0.0%

22.5%（n=2,456）

0.0%

21.8%（n=56,081）

21.7%（n=55,798）

0.1%（n=283）

29.4%（n=76,238）

21.7%(n=56,143)

4.1%（n=10,585）

2.6%（n=6,831）

1.0%（n=2,679）

21.2%（n=55,037）

1.2%（n=3,082）

7.1%（n=18,328）

0.0%（n=127）

0.0%

8.4%（n=21,688）

3.3%（n=8,645）

1.2%（n=3,167）

27.6%（n=71,381）

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

【訪問系合計（再掲）】

訪問介護

夜間対応型訪問介護

【施設系（通所型）合計（再掲）】

通所介護

通所リハビリテーション

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

【施設系（入所型）合計（再掲）】

特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設
入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

【居宅介護支援】

【その他】

事業所のサービス類型ごとの事業所数（B）

平成25年度 平成22年度 介護労働安定センター 厚生労働省

n= 
H25 年度：946 
H22 年度：277 
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「居宅介護支援」が 12,950 人と最も多く、次いで「通所介護」が 12,270 人となっている。 

 

7,978 

7,961 

17 

14,929 

12,270 

1,087 

910 

662 

10,964 

780 

2,672 

161 

70 

3,201 

2,627 

1,453 

12,950 

0 

0 5,000 10,000 15,000 20,000

【訪問系合計（再掲）】

訪問介護

夜間対応型訪問介護

【施設系（通所型）合計（再掲）】

通所介護

通所リハビリテーション

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

【施設系（入所型）合計（再掲）】

特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設
入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

【居宅介護支援】

【その他】

直近１ヶ月の利用者の実人数（総数）

（単位：人） 
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問６ 貴事業所のサービス利用者又は入所者について、要介護度・要支援度別に人数をご記

入ください。 
 

事業所ごとの平均要介護度分布を高知市と高知市以外で比較すると、最も多かったのは、「平均要介護度

2.0 以上 2.5 未満」で、高知市が 40.4％、高知市以外が 40.0％であった。次いで、高知市では「平均

要介護度 1.5 以上 2.0 未満」が 27.6％、「平均要介護度 2.5 以上 3.0 未満」が 12.6%の順で、高知市

以外では「平均要介護度 2.5 以上 3.0 未満」が 18.3％、「平均要介護度 1.5 以上 2.0 未満」が 15.4％

の順であった。 

 
  

3.7%

1.3%

2.0%

0.0%

27.6%

15.4%

19.8%

11.2%

40.4%

40.0%

35.6%

29.8%

12.6%

18.3%

16.8%

24.2%

5.8%

9.9%

6.9%

13.7%

3.4%

5.2%

5.0%

10.6%

3.1%

6.9%

9.9%

8.1%

3.4%

3.1%

4.0%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25年度 高知市

H25年度 高知市以外

H22年度 高知市

H22年度 高知市以外

事業所ごとの平均要介護度の分布

平均要介護度1.0以上～1.5未満 平均要介護度1.5以上～2.0未満 平均要介護度2.0以上～2.5未満

平均要介護度2.5以上～3.0未満 平均要介護度3.0以上～3.5未満 平均要介護度3.5以上～4.0未満

平均要介護度4.0以上～4.5未満 平均要介護度4.5以上～5.0以下 AAAn=
H25 年度 高知市  ：381 
H25 年度 高知市以外：553 
H22 年度 高知市  ：10１ 
H22 年度 高知市以外：16１ 
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事業所ごとの平均要支援度分布を高知市と高知市以外で比較すると、「平均要支援 1.5 以上 2.0 未満」

のほうが高く、高知市が 61.5％、高知市以外が 71.8％であった。「平均要支援度 1.0 以上 2.0 未満」

は高知市が 38.5％、高知市以外が 28.2％であった。 

 
 

事業所が対応している要介護度・要支援度の分布をみると、高知市は要介護度では要介護１が 16.7％、次

いで要介護２、要介護３ともに 16.5%であり、要支援度では要支援２が 11.2％、要支援 1 が 10.8％であっ

た。また、高知市以外は要介護度では要介護 3 が 17.3%で、次いで要介護 2 が 17.1%、要介護 4 が 16.3%

で、要支援度では要支援２が 10.3％、要支援 1 が 8.5％であった。 

前回（22 年度）は、高知市、高知市以外ともに要介護 4 がそれぞれ 16.2%、16.1%で、次いで要介護

3 がそれぞれ 15.9％、16.0％であった。 

 
  

38.5%

28.2%

61.5%

71.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25年度 高知市

H25年度 高知市以外

事業所ごとの平均要支援度の分布

平均要支援度1.0以上～1.5未満 平均要支援度1.5以上～2.0以下 A

10.8%

8.5%

11.0%

11.2%

11.2%

10.3%

11.3%

11.4%

16.7%

16.1%

14.9%

14.7%

16.5%

17.1%

15.5%

15.7%

16.5%

17.3%

15.9%

16.0%

15.4%

16.3%

16.2%

16.1%

13.0%

14.3%

15.2%

14.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H25年度 高知市

H25年度 高知市以外

H22年度 高知市

H22年度 高知市以外

事業所ごとの要介護度・要支援度の分布

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 AAA

（n=2,139）

（n=3,018）

（n=592）

（n=992）

n= 
H25 年度 ：5,157 
H22 年度 ：1,584 

n=
H25 年度 高知市  ：257 
H25 年度 高知市以外：326 
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利用者の要介護度・要支援度の分布をみると、要介護度では高知市、高知市以外ともに要介護１がそれ

ぞれ 27.3%、22.5%で最多であり、次いで要介護 2 がそれぞれ 20.1％、21.0％であった。要支援度で

は、高知市は要支援２、要支援 1 の順で 9.1%、8.8%で、高知市以外は要支援２、要支援１の順で

7.6%、5.6%の順であった。 

前回（22 年度）は、高知市は要介護１が 21.3%、次いで要介護２が 17.0%であった。また高知市以外で

は要介護 2 が 17.3%で次いで要介護 3 が 17.0%であった。 

 
 

圏域ごとの要介護度・要支援度の分布をみると、各要介護度、要支援度ともに高知市が多く、高知市では

要支援１が 54.0%で、次いで要介護 1 が 47.1％、要支援 2 が 47.0％であった。 

   

8.8%
9.1%

27.3%

20.1%

14.1%

11.2%
9.4%

5.6%
7.6%

22.5%
21.0%

17.7%

13.8%
11.8%9.2% 8.4%

21.3%

17.0%

13.5%
15.1% 15.5%

8.1%

9.5%

16.6%
17.3%

17.0% 16.0% 15.5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

利用者ごとの要介護度・要支援度の分布
H25年度 高知市 H25年度 高知市以外 H22年度 高知市 H22年度 高知市以外

（n=42,655）

3.4%
7.3%

7.6% 10.2%
10.2% 8.3%

9.1%
10.2%

13.9% 13.5%
12.9%

16.3% 16.6%
13.5%

54.0%

47.0% 47.1%

41.5%
37.0% 37.5% 37.0%

15.9%
12.8%

14.3%

13.3%
14.0% 12.0% 13.3%

7.3%
10.4%

6.9%
10.2% 10.5% 11.1% 10.2%9.3% 8.5% 10.6%

11.9%
12.0% 14.6% 17.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

圏域別 要介護度・要支援度別利用者（入所者）人数

安芸圏 中央東 高知市 中央西 高幡圏 幡多圏
（n=42,655）

（n=2,965） （n=3,499） （n=10,502）（n=8,788） （n=6,901） （n=5,409） （n=4,591）

（n=2,965） （n=3499） （n=10,502） （n=8,788） （n=6,901） （n=5,409） （n=4,591）
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受け入れ
ていない
90.6%

受け入れ
ている
7.9%

無回答
1.4%

派遣労働者の受入状況
（H22年度）

受け入れ
ていない
92.6%

受け入れ
ている
6.2%

無回答
1.2%

派遣労働者の受入状況
（H25年度）

（n=946）

問７（１）貴事業所では、平成２５年６月末現在、一般事務以外で介護保険の指定介護サービス事業

に関わる派遣労働者（労働者派遣法に基づく派遣会社から派遣された者）を受け入れています

か。 
 

派遣労働者の受け入れている状況をみると、「受け入れていない」が 92.6％で大部分を占め、「受

け入れている」は 6.2%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「受け入れている」法人をみると、「社会福祉法人（社会福祉協議会除く）」が 42.4％と最も多く、

次いで「民間企業（株式会社等）」が 30.5％、「医療法人」が 20.3％で大部分を占めている。 

 
  

30.5% 42.4% 20.3% 6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

法人格別派遣労働者受入状況
民間企業（株式会社等） 社会福祉法人（社会福祉協議会除く） 医療法人 その他 A

（n=277）

（n=59）
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訪問介護
員

42.1%
介護職員
43.6%

看護職員
8.3%

介護報酬
請求事務

2.3%
その他
3.8%

訪問介護
員

22.2%

介護職員
48.9%

看護職員
8.9%

介護報酬
請求事務

0.0%

その他
20.0%

（２）受け入れている場合、その職種ごとに受け入れている人数をご記入ください。 

［注］派遣労働者：労働者派遣法に基づく派遣会社から派遣された者 
 

派遣労働者を受け入れている事業所について、その職種をみると、「介護職員」が 43.6％で最も多

く、次いで「訪問介護員」が 42.1％、「看護職員」が 8.3％の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人格別にみると、「民間企業（株式会社等）」、「NPO（特定非営利活動法人）」が全職種に対

し受入を行っている。 

 
 

9.8

1.4

1.5

1.0

1.0

2.0

1.7

1.3

0.0

1.0

0.0

1.8

1.5

1.0

0.0

15.0

1.0

1.0

1.0

3.0

0.0 

1.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

訪問介護員

介護職員

看護職員

介護報酬請求事務

その他

派遣労働者の職種分布(平均受入人数)

民間企業（株式会社等） 社会福祉法人（社会福祉協議会除く）

医療法人 NPO（特定非営利活動法人）

その他 AAA

平成 22 年度派遣労働者の職種分布
（受入人数割合） 

平成 25 年度派遣労働者の職種分布
（受入人数割合） 

（n=133） （n=45）

（単位：人／事業所）

平均受入人数＝ 
 受入人数÷受入事業所 
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問８ 貴事業所の全従業員は何人ですか。また、そのうち介護保険の指定介護サービス事業に従事する

者（H25.7.1 現在）は何人ですか。それぞれ人数を記入してください。（派遣労働者、委託業務事

業者は含みません。以下同じ） 
 

回答のあった事業所の全従業員数は合計すると 17,141 人で、介護保険の指定介護サービス事業に従

事する者は 12,254 人であって全体の 71.5%であった。 

なお、就業形態をみると、｢正職員｣が 59.5％、「非正規職員」が 40.5％であった。うち、指定介護

サービスに従事する従業員については、「正職員」が 56.3％、「非正規職員」が 43.7％であった。 

前回（22 年度）は全従業員の就業形態が、｢正職員｣59.0％、「非正規職員」41.0％で、指定介護

サービスに従事する従業員については、「正職員」55.8％、「非正規職員」44.2％と余り相違がな

かった。 

 
 

1 事業所あたりの平均人数は 18.1 人と前回（22 年度）の 27.3 人と比較すると減少している。 

 
 

 

 

 

 

10,200（59.5%）

4,530（59.0%）

6,900（56.3%）

3,067（55.8%）

6,941（40.5%）

3,149（41.0%）

5,354（43.7%）

2,433（44.2%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成25年度

平成22年度
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数

雇用形態
正職員 非正規 （単位：人）

18.1

27.3

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

平成25年度 平成22年度

平均雇用人数

全従業員数 

うち介護保険の指定
介護サービス事業に
従事する従業員数 

（単位：人）
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利用者別介護従事者比率をみると、介護従事者の割合が利用者数「50 人以上 100 人未満」で

78.4％と最も多く、次いで「10 人以上 20 人未満」の 75.9％となっている。 

 
  

69.1%

75.9%

74.3%

57.9%

54.9%

78.4%

73.3%

30.9%

24.1%

25.7%

42.1%

45.1%

21.6%

26.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１０人未満

１０人以上２０人未満

２０人以上３０人未満

３０人以上４０人未満

４０人以上５０人未満

５０人以上１００人未満

１００人以上

利用者別介護従事者比率

介護従事者 介護以外
（n=17,141） 

（n=1,303）

（n=2,593）

（n=1,747）

（n=1,920）

（n=1,743）

（n=5,430）

（n=2,405）
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問９ 貴事業所で介護保険の指定介護サービス事業に従事する職種別従業員数をご記入ください。（H25.7.1 現在） 

 

「介護職員」が 6,737 人と最も多く（54.7%）、次いで「訪問介護員」（15.9%）となっている。 

 
 

（職種別年代別従業員数一覧） 
正 職 員 

  
男 女 

～20 代 30 代 40 代 50 代～ 計 ～20 代 30 代 40 代 50 代～ 計 
訪問介護員 18  25  15  17 75 27 57 67 102  253  

サービス提供責任者 5  26  14  20 65 20 64 96 134  314  

介護職員  362  537  212  77 1,188 376 741 659 748  2,524  

看護職員 5  30  33  26 94 40 222 327 452  1,041  

生活相談員 25  60  59  33 177 22 60 77 77  236  

PT・OT・ ST 36  53  26  12 127 45 63 12 14  134  

介護支援専門員 4  75  64  24 167 4 78 201 266  549  

合計 455  806  423  209 1,893 534 1,285 1,439 1,793  5,051  

非 正 規 職 員 非正規
の うち
常勤労
働者 

  
男 女 

～20 代 30 代 40 代 50 代～ 計 ～20 代 30 代 40 代 50 代～ 計 

訪問介護員 7  17  20  17 61 42 180 309 1,039  1,570  366 

サービス提供責任者 0  0  0  0 0 2 12 36 41  91  67 

介護職員  221  168  128  126 643 342 447 533 1,060  2,382  1,770 

看護職員 2  1  3  6 12 9 51 91 296  447  128 

生活相談員 3  3  4  1 11 7 11 10 16  44  26 

PT・OT・ ST 1  2  5  5 13 0 11 3 5  19  8 

介護支援専門員 0  2  3  7 12 1 8 9 43  61  57 

合計 234  193  163  162 752 403 720 991 2,500  4,614  2,422 
 

328 116 379 
154 

3,712 

1,679 
1,135 

534 413 
166 

261 94 716 171 

1,631 
857 91 57 

3,025 

1,252 

459 
174 

55 11 
32 19 

73 
15 

（1,959）

（973）
（470）（211）

（2,931）

（1,594）

（708）（468）（177）（293）（113）
（789）

（186）
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訪問介護員 サービス提供責

任者

介護職員 看護職員 生活相談員 PT・OT・ ST 介護支援専門員

職種別従業員数
正職員 非正規職員

（6,737）

（ ）値は合計値

（単位：人） 

サービス提供 
責任者 

※ 構成割合については 24 ページを参照 
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  H25 年度：12,310 

  H22 年度：  5,299 
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（１）指定介護サービス事業従事者の就業形態 
 

① 指定介護サービス事業従事者の就業形態 

回答のあった事業所で指定介護サービスに従事する従業員の就業形態について、正職員、非正規職

員でみると、若干だが 1.4 ポイント正職員が増えている。また、性別でみると、「正職員（女）」が

41.0％で最も多く、次いで「非正規職員（女）」が 37.5％、「正職員（男）」15.4％、｢非正規職員

（男）｣6.1％の順であった。 

女性の比率は、78.5％と前回（22 年度）の 81.1％に比べてやや低下しているものの圧倒的に 

多い。 

 
  

15.4%

13.6%

6.1%

5.3%

41.0%

41.4%

37.5%

39.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25年度

平成22年度

就業形態(職員別性別)
正職員(男) 非正規職員(男) 正職員(女) 非正規職員(女)

n=
H25 年度：12,310 
H22 年度：  5,299 



‐ 24 ‐ 
 

② 指定介護サービス事業従事者の就業形態（職種別） 

回答のあった事業所で指定介護サービスに従事する従業員の就業形態について職種別にみると、

「訪問介護員」では｢正職員｣が 16.7％と他の職種と比べ非常に少なくなっている。また、最も母数の

多い「介護職員」では、「正職員」が 55.1％と「非正規職員」をやや上回っている。 

前回（22 年度）でも、「訪問介護員」の｢正職員｣が 11.9％で、「介護職員」の「正職員」は

57.3％となっていた。 

   

16.7%

11.9%

80.6%

73.0%

55.1%

57.3%

71.2%

75.4%

88.2%

93.8%

89.1%

83.2%

90.7%

91.9%

83.3%

88.1%

19.4%

27.0%

44.9%

42.7%

28.8%

24.6%

11.8%

6.2%

10.9%

16.8%

9.3%

8.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25年度

平成22年度

平成25年度

平成22年度

平成25年度

平成22年度

平成25年度

平成22年度

平成25年度
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員
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活
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介

護
支

援
専

門
員

職種別雇用形態

正職員 非正規職員

訪問介護員

介護職員

看護職員

生活相談員

 PT･OT･ST

介護支援
専門員 

サービス
提供責任者

n=
H25 年度：12,310 
H22 年度：  5,299 

（n=1,959）

（n=973）

（n=470）

（n=211）

（n=6,737）

（n=2,931）

（n=1,594）

（n=708）

（n=468）

（n=177）

（n=293）

（n=113）

（n=789）

（n=186）

※ 従業員数について 22 ページを参照 
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（２）指定介護サービス事業従事者の男女比 
 

①指定介護サービス事業従事者の男女比（職種別） 

回答のあった事業所で指定介護サービスに従事する従業員の男女比について職種別でみると、いずれの職

種でも女性が多く、特に「訪問介護員」「看護職員」については 90％以上が女性であった。 

 
  

6.9%

3.7%

13.8%

13.3%

27.2%

25.3%

6.6%

6.5%

40.1%

36.7%

47.7%
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93.1%

96.3%
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72.8%

74.7%

93.4%
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63.3%
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② 指定介護サービス事業従事者の男女比（就業形態別） 

回答のあった事業所で指定介護サービスに従事する従業員の男女比については、全ての職種で、次ページ

の「非正規職員」に比べ、「正職員」における「男性」の割合が高くなっている。 
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③ 指定介護サービス事業従事者の法人格別 

回答のあった事業所で指定介護サービスに従事する従業員の法人格別でみると、多くの法人で「介護職員」

の割合が多くなっているが、医療法人では「看護職員」の割合がやや高い状態となっている。 

 

（職種別雇用形態（法人格別）一覧）（１／２） （単位：人，％） 

  訪問 
介護員 

サービス 
提供 

責任者 
介護職員 看護職員 生活 

相談員 
PT・OT・ 

ST 
介護支援
専門員 合計 

民間企業
（株式会
社等） 

正職員数 
198  190  662 109 145 16  172  1,492 

（13.3%） （12.7%） （44.4%） （7.3%） （9.7%） （1.1%） （11.5%） （100.0%）

非正規 
職員数 

771  45  762 169 28 9  21  1,805 

（42.7%） （2.5%） （42.2%） （9.4%） （1.6%） （0.5%） （1.2%） （100.0%）

計 
969  235  1,424 278 173 25  193  3,297 

（29.4%） （7.1%） （43.2%） （8.4%） （5.2%） （0.8%） （5.9%） （100.0%）

社会福祉
協議会 

正職員数 
11  35  49 18 23 0  45  181 

（6.1%） （19.3%） （27.1%） （9.9%） （12.7%） （0.0%） （24.9%） （100.0%）

非正規 
職員数 

326  27  193 45 6 0  22  619 

（52.7%） （4.4%） （31.2%） （7.3%） （1.0%） （0.0%） （3.6%） （100.0%）

計 
337  62  242 63 29 0  67  800 

（42.1%） （7.8%） （30.3%） （7.9%） （3.6%） （0.0%） （8.4%） （100.0%）

社会福祉
法人 

（社会福
祉協議会
除く） 

正職員数 
39  45  1,050 212 126 27  167  1,666 

（2.3%） （2.7%） （63.0%） （12.7%） （7.6%） （1.6%） （10.0%） （100.0%）

非正規 
職員数 

176  4  1,178 83 12 3  6  1,462 

（12.0%） （0.3%） （80.6%） （5.7%） （0.8%） （0.2%） （0.4%） （100.0%）

計 
215  49  2,228 295 138 30  173  3,128 

（6.9%） （1.6%） （71.2%） （9.4%） （4.4%） （1.0%） （5.5%） （100.0%）

医療法人 

正職員数 
48  71  1,569 703 73 200  262  2,926 

（1.6%） （2.4%） （53.6%） （24.0%） （2.5%） （6.8%） （9.0%） （100.0%）

非正規 
職員数 

123  0  548 115 3 15  19  823 

（14.9%） （0.0%） （66.6%） （14.0%） （0.4%） （1.8%） （2.3%） （100.0%）

計 
171  71  2,117 818 76 215  281  3,749 

（4.6%） （1.9%） （56.5%） （21.8%） （2.0%） （5.7%） （7.5%） （100.0%）

NPO 
（特定非
営利活動
法人） 

正職員数 
17  7  23 8 12 0  9  76 

（22.4%） （9.2%） （30.3%） （10.5%） （15.8%） （0.0%） （11.8%） （100.0%）

非正規 
職員数 

25  0  34 13 2 1  1  76 

（32.9%） （0.0%） （44.7%） （17.1%） （2.6%） （1.3%） （1.3%） （100.0%）

計 
42  7  57 21 14 1  10  152 

（27.6%） （4.6%） （37.5%） （13.8%） （9.2%） （0.7%） （6.6%） （100.0%）

社団法
人・財団

法人 

正職員数 
8  13  15 2 1 1  12  52 

（15.4%） （25.0%） （28.8%） （3.8%） （1.9%） （1.9%） （23.1%） （100.0%）

非正規 
職員数 

88  0  5 0 0 0  0  93 

（94.6%） （0.0%） （5.4%） （0.0%） （0.0%） （0.0%） （0.0%） （100.0%）

計 
96  13  20 2 1 1  12  145 

（66.2%） （9.0%） （13.8%） （1.4%） （0.7%） （0.7%） （8.3%） （100.0%）

協同組合
（農協・
生協） 

正職員数 
0  11  37 9 6 5  14  82 

（0.0%） （13.4%） （45.1%） （11.0%） （7.3%） （6.1%） （17.1%） （100.0%）

非正規 
職員数 

104  14  38 10 4 0  2  172 

（60.5%） （8.1%） （22.1%） （5.8%） （2.3%） （0.0%） （1.2%） （100.0%）

計 
104  25  75 19 10 5  16  254 

（40.9%） （9.8%） （29.5%） （7.5%） （3.9%） （2.0%） （6.3%） （100.0%）
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（職種別雇用形態（法人格別）一覧）（２／２） （単位：人，％） 

  訪問 
介護員 

サービス 
提供 

責任者 
介護職員 看護職員 生活 

相談員 
PT・OT・ 

ST 
介護支援
専門員 合計 

地方自治
体（市町
村・広域
連合） 

正職員数 
0  5  245 65 19 7  26  367 

（0.0%） （1.4%） （66.8%） （17.7%） （5.2%） （1.9%） （7.1%） （100.0%）

非正規 
職員数 

13  1  208 14 0 4  2  242 

（5.4%） （0.4%） （86.0%） （5.8%） （0.0%） （1.7%） （0.8%） （100.0%）

計 
13  6  453 79 19 11  28  609 

（2.1%） （1.0%） （74.4%） （13.0%） （3.1%） （1.8%） （4.6%） （100.0%）

その他 

正職員数 
7  2  49 7 7 2  6  80 

（8.8%） （2.5%） （61.3%） （8.8%） （8.8%） （2.5%） （7.5%） （100.0%）

非正規 
職員数 

5  0  58 10 0 0  0  73 

（6.8%） （0.0%） （79.5%） （13.7%） （0.0%） （0.0%） （0.0%） （100.0%）

計 
12  2  107 17 7 2  6  153 

（7.8%） （1.3%） （69.9%） （11.1%） （4.6%） （1.3%） （3.9%） （100.0%）

無回答 

正職員数 
0  0  13 2 1 3  3  22 

（0.0%） （0.0%） （59.1%） （9.1%） （4.5%） （13.6%） （13.6%） （100.0%）

非正規 
職員数 

0  0  1 0 0 0  0  1 

（0.0%） （0.0%） （100.0%） （0.0%） （0.0%） （0.0%） （0.0%） （100.0%）

計 
0  0  14 2 1 3  3  23 

（0.0%） （0.0%） （60.9%） （8.7%） （4.3%） （13.0%） （13.0%） （100.0%）

合計 

正職員数 
328  379  3,712 1,135 413 261  716  6,944 

（4.7%） （5.5%） （53.5%） （16.3%） （5.9%） （3.8%） （10.3%） （100.0%）

非正規 
職員数 

1,631  91  3,025 459 55 32  73  5,366 

（30.4%） （1.7%） （56.4%） （8.6%） （1.0%） （0.6%） （1.4%） （100.0%）

計 
1,959  470  6,737 1,594 468 293  789  12,310 

（15.9%） （3.8%） （54.7%） （13.0%） （3.8%） （2.4%） （6.4%） （100.0%）

 

 

［注 1］｢職種別従業員数｣は、資格の種類を問わず、実際に従事している仕事（職種）ごとに集計した。な

お、複数の職種を兼務している場合は、主として従事する仕事（職種）のみの集計とした。ただし、

指定訪問介護サービスにおける「サービス提供責任者」については、訪問介護員を兼務している

場合、「サービス提供責任者」としてのみ集計した。 

［注 2］「PT・OT・ST」とは、順に理学療法士・作業療法士・言語聴覚士をいう。 

［注 3］下線部太字は最大値のもの。 
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問１０ 貴事業所の介護保険の指定介護サービス事業に従事する従業員において１年間

（H24.7.1～H25.6.30）の採用者数、離職者数を記入してください。また、昨年１年間で離職

した者のうち、勤務年数が「１年未満の者」及び「１年以上３年未満の者」の人数は何人で

したか。 
 

（１）過去１年間の採用者数及び離職者数（就業形態別・勤務形態別） 
 

介護保険の指定介護サービスに従事する従業員について、過去１年間の採用者数及び離職者数を就業形態

別・勤務形態別にみると、以下の表のとおりであった。これを介護保険の指定介護サービスに従事する全従

業員数（正職員 6,944 人、非正規職員 5,366 人、計 12,310 人）で離職率を計算すると、「正職員」の離職

率は 11.7%、「非正規」の離職率は 16.8%であった。 

 
 

訪問介護員・介護職員のいずれでも採用者数が離職者数を上回っている。 

 
  

1,055 

346

773

372

528

251

811

275

522

234

380

174

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25年度

平成22年度

平成25年度

平成22年度

平成25年度

平成22年度

正
職

員

非
正

規
（

常

勤
）

非
正

規
（

短

時
間

）

１年間の採用者と離職者の割合（全体）

採用者数 離職者数

109

19

87

32

253

79

77

9

69

37

176

67

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25年度

平成22年度

平成25年度

平成22年度

平成25年度

平成22年度

正
職

員

非
正

規
（

常

勤
）

非
正

規
（

短

時
間

）

１年間の採用者と離職者の割合（訪問介護員）

採用者数 離職者数

（単位：人） 

（単位：人） 

正職員 

非正規 
（常勤） 

非正規 
（短時間） 

正職員 

非正規 
（常勤） 

非正規 
（短時間） 
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法人別採用者数（全体）をみると、「民間企業（株式会社等）」、「医療法人」は「正職員」の採

用が多かったが、「社会福祉法人（社会福祉協議会除く）」は「非正規（常勤）」の採用が多かった。 

 
 

580

181

657

312

304

130

455

148

451

212

221

109

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25年度

平成22年度

平成25年度

平成22年度

平成25年度

平成22年度

正
職

員

非
正

規
（

常

勤
）

非
正

規
（

短

時
間

）

１年間の採用者と離職者の割合（介護職員）

採用者数 離職者数

360（42.8%）

12(16.2%)

192（30.3%）

456（68.9%）

17（53.1%）

3（30.0%）

4（20.0%）

4（6.6%）

6（28.6%）

1

195（23.2%）

36（48.6%）

337（53.2%）

138（20.8%）

5（15.6%）

1（10.0%）

6（30.0%）

44（72.1%）

11（52.4%）

0（0%）

287（34.1%）

26（35.1%）

104（16.4%）

68（10.3%）
10（31.3%）

6（60.0%）

10（50.0%）

13（21.3%）

4（19.0%）

0（0%）

842

74

633

662

32

10

20

61

21

1（100%）

0 200 400 600 800 1000

民間企業（株式会社等）

社会福祉協議会

社会福祉法人（社会福祉協議会除

く）

医療法人

NPO（特定非営利活動法人）

社団法人・財団法人

協同組合（農協・生協）

地方自治体（市町村・広域連合）

その他

無回答

法人別採用者数（全体）

正職員 非正規（常勤） 非正規（短時間） A
（単位：人）

正職員 

非正規 
（常勤） 

非正規 
（短時間） 

（単位：人） 

社会福祉法人
（社会福祉協議会除く）
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（２）離職者の勤務年数（就業形態別・勤務形態別） 
 

介護保険の指定介護サービスに従事する従業員について、離職者の勤務年数を就業形態別・勤務形態別に

みると、全体では、前回（22 年度）の調査結果及び介護労働安定センターの調査結果からとほぼ同様の結

果となっている。なお、次ページの「介護職員」では 1 年未満の「非正規」の離職者が半数程度となってい

る。 

［注］「離職者」とは、調査期間中に事業所を退職、あるいは解雇された者をいい、他企業への出向者を含

み、同一企業内での転出入者を除く。 

 
 

 
  

37.6%

47.1%

46.6%

34.5%

46.2%

52.9%

34.4%

45.4%

44.5%

28.2%

34.1%

28.2%

35.6%

38.9%

28.2%

36.1%

31.7%

33.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正職員

非正規（常勤）

非正規（短時間）

正職員

非正規（常勤）

非正規（短時間）

正職員

非正規（常勤）

非正規（短時間）

H2
5年

度
H2

2年
度

介
護

労
働

安
定

セ

ン
タ

ー

離職者の勤務年数（全体）
1年未満 1年以上3年未満

36.4%

49.3%

37.5%

28.6%

32.4%

43.3%

41.6%

39.1%

26.7%

64.3%

40.5%

22.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正職員

非正規（常勤）

非正規（短時間）

正職員

非正規（常勤）

非正規（短時間）

正職員

非正規（常勤）

非正規（短時間）

H2
5年

度
H2

2年
度

介
護

労
働

安
定

セ

ン
タ

ー

離職者の勤務年数（訪問介護員）
1年未満 1年以上3年未満

報告データなし

n= 
H25 年度：1,242 
H22 年度：   533 

n= 
H25 年度：234 
H22 年度：  84 

H25 年度 

H22 年度 

介護労働
安定セン

ター 

H25 年度 

H22 年度 

介護労働
安定セン

ター 

（n=534） 

（n=424） 

（n=284） 

（n=193） 

（n=199） 

（n=141） 

（n=60） 

（n=61） 

（n=113） 

（n=13） 

（n=27） 

（n=44） 
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複数事業所の有無による離職者数をみると、「複数事業所 あり」と「複数事業所 なし」と比較し「あり」

と答えた事業所のほうが４倍ほど高かった。 

 
※ 1 年間の離職者（全体）（1,713 人）に対し上記グラフの離職者総数（1,707 人）との差異（6

人）は、問 4 の複数事業所の有無の未回答事業所における離職者数。 

  

39.1%

49.4%

52.9%

34.7%

45.7%

57.1%

27.5%

36.1%

32.1%

37.4%

38.0%

34.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正職員

非正規（常勤）

非正規（短時間）

正職員

非正規（常勤）

非正規（短時間）

正職員

非正規（常勤）

非正規（短時間）

H2
5年

度
H2

2年
度

介
護

労
働

安
定

セ

ン
タ

ー

離職者の勤務年数（介護職員）
1年未満 1年以上3年未満

611（44.4%）

197

（59.5%）

475（34.5%）

44（13.3%）

290（21.1%）

90（27.2%）

1,376 

331 

0 500 1,000 1,500

複数事業所 あり

複数事業所 なし

複数事業所の有無による離職者数

正職員 非正規（常勤） 非正規（短時間） A

報告データなし

（単位：人）

H25 年度 

H22 年度 

介護労働
安定セン

ター 

n= 
H25 年度：877 
H22 年度：376 

（n=303） 

（n=386） 

（n=188） 

（n=106） 

（n=174） 

（n=96） 
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問１１ 貴事業所では、過去１年間に採用した職員の質をどのように評価していますか。 
 

回答のあった事業所で過去１年間に採用した職員の質に対する満足度をみると、「満足している」が

31.4％、「満足していない」が 8.５％で、「どちらともいえない」が 22.8％であった。 

前回（22 年度）と比較し、全体的にはあまり変わらなかった。 

 
 

職種別でみると、「介護職員（正職員）」で「満足している」が 7.8 ポイント減となっている。 

 
  

31.4%

32.1%

8.5%

9.0%

22.8%

28.5%

37.3%

30.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25年度

H22年度

職員の質に対する満足度
満足している 満足していない どちらとも言えない 無回答 A

34（45.3%）

10（43.5%）

72（52.2%）

28（52.8%）

139（45.4%）

50（53.2%）

137（40.1%）

52（41.9）

14（18.7%）

5（21.7%）

23（16.7%）

10（18.9%）

47（15.4%）

13（13.8%）

66（19.3%）

23（18.5%）

27（36.0%）

8（34.8%）

43（31.2%）

15（28.3%）

120（39.2%）

31（33.0%）

139（40.6%）

49（39.5%）
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H22年度
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員
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員

）

介
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員
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う

ち
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員
）

介
護
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員

（
う

ち

非
正

規
職

員
）

職種別職員の質に対する満足度
満足している 満足していない どちらとも言えない A

（単位：件数） 

訪問介護員 
（正職員） 

訪問介護員 
（非正規職員） 

介護職員 
（正職員） 

介護職員 
（非正規職員） 

n= 
H25 年度：946 
H22 年度：277 
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法人格別で職員の質に対する満足度をみると、「満足している」は「協同組合（農協・生協）」が

52.2％で最も高く、次いで「民間企業（株式会社等）」36.9％であった。 

 
  

36.9%

29.6%

17.5%

33.6%

27.8%

22.2%

52.2%

32.3%

55.6%

11.0%

1.4%

9.7%

5.6%

11.1%

11.1%

8.7%

3.2%

22.2%

22.7%

9.9%

29.6%

24.1%

27.8%

22.2%

8.7%

16.1%

29.4%

59.2%

43.2%

36.6%

33.3%

44.4%

30.4%

48.4%

22.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

民間企業（株式会社等）

社会福祉協議会

社会福祉法人（社会福祉協議会除く）

医療法人

NPO（特定非営利活動法人）

社団法人・財団法人

協同組合（農協・生協）

地方自治体（市町村・広域連合）

その他

職員の質に対する満足度（法人格別）

満足している 満足していない どちらとも言えない 無回答

（n=943） 

（n=344）

（n=71）

（n=206）

（n=232）

（n=18）

（n=9）

（n=23）

（n=31）

（n=9）
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サービス種類別に満足度をみると、「満足している」では「訪問介護」62.5%、「居宅介護支援」

59.4%、「小規模多機能型居宅介護」50.0%の順で、「満足してない」では「認知症対応型通所介護」

33.3%、「認知症対応型共同生活介護」21.1%、「通所介護」16.1%の順であった。 

62.5%

62.5%

0.0%

47.4%

47.8%

55.6%

16.7%

50.0%

40.3%

23.1%

45.1%

33.3%

43.2%

37.5%

40.6%

59.4%

14.3%

14.3%

15.5%

16.1%

11.1%

33.3%

5.6%

14.5%

15.4%

21.1%

0.0%

0.0%

13.5%

12.5%

6.3%

6.9%

23.2%

23.2%

37.1%

36.0%

33.3%

50.0%

44.4%

45.2%

61.5%

33.8%

66.7%

100.0%

43.2%

50.0%

53.1%

33.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【訪問系合計（再掲）】

訪問介護

夜間対応型訪問介護

【施設系（通所型）合計（再掲）】

通所介護

通所リハビリテーション

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

【施設系（入所型）合計（再掲）】

特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設
入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

【居宅介護支援】

サービス種類別満足度
満足している 満足していない どちらとも言えない

（n=593） 

（n=112）

（n=112）

（n=194）

（n=161）

（n=9）

（n=6）

（n=18）

（n=186）

（n=13）

（n=71）

（n=6）

（n=3）

（n=37）

（n=24）

（n=32）

（n=101）
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問１２（１）現在就労中の正職員の平均月給をご記入ください。（ ）内に該当の人数をご記

入ください。 

※１ヶ月分として実際に支給した税込賃金額です。（賞与は除き、残業・休日出勤手当・交通費・

役職手当等、毎月決まって支給される金額を含めます。） 

 
 

回答のあった事業所の従業員のうち、「訪問介護員」及び「介護職員」について、正職員の平均月

給を経験年数ごとにみると、「訪問介護員」の平均月給が「１年目職員」、「３年目職員」、「5 年目

職員」ではそれぞれ 166,000 円、178,633 円、194,797 円であったのに対し、「介護職員」の平均

月給は「１年目職員」、「３年目職員」、「5 年目職員」がそれぞれ 173,157 円、197,106 円、

197,223 円で、「介護職員」が、「5 年目職員」で約 2,000 円、「１年目職員」で約 7,000 円、「３年

目職員」で約 18,000 円高かった。 

しかしながら「10 年目職員」では「訪問介護員」の平均月給が 227,149 円であるのに対し、「介

護職員」の平均月給は 224,150 円で、「訪問介護員」が約 3,000 円高かった。 
 

  

166,000(55)

178,633(58) 194,797(44)

227,149(43)

144,591(31)

161,977(96)

194,625(18)

200,256(18)

173,157(216)

197,106(178) 197,223(173)

224,150(130)

154,201(120)

172,983(96)
190,421(82)

197,447(53)

224,557(123)

252,282(95)
259,668(69)

295,113(75)

208,444(114)

233,756(81)
238,979(87)

271,042(103)

130,000

150,000

170,000

190,000

210,000

230,000

250,000

270,000

290,000

310,000

１年目職員 3 年目職員 5 年目職員 10 年目職員

正職員の平均月給（A）
訪問介護員 H25年度 訪問介護員 H22年度

介護職員 H25年度 介護職員 H22年度

看護職員 H25年度 Dummy
介護支援専門員 H25年度 （単位：円）

看護職員 25 年度 

看護職員 25 年度 

介護支援専門員 25 年度 

介護支援専門員 25 年度

介護職員 25 年度 

介護職員 25 年度 訪問介護員 25 年度 

訪問介護員 25 年度 

介護職員 22年度 

介護職員 22 年度 

訪問介護員 22 年度 

訪問介護員 22 年度 
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正規職員の平均賞与では、「看護職員」、「介護支援専門員」、「介護職員」、「訪問介護員」の

順であった。 

 
 

  

337,963 

464,564 

614,435 

525,088 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

訪問介護員 介護職員 看護職員 介護支援専門員

正職員の平均賞与
（単位：円）



‐ 39 ‐ 
 

取得資格別に「正職員」の平均給与をみると、全てにおいて看護職員が高かった。 

 
 
職種 1 年目職員 3 年目職員 5 年目職員 10 年目職員
看護職員 224,557 252,282 259,668 295,113
介護支援専門員 208,444 233,756 238,979 271,042
介護職員 173,157 197,106 197,223 224,150
介護職員（介護福祉士） 181,113 190,628 205,391 227,533
介護職員（ヘルパー1,2 級、基礎研修） 156,363 172,466 176,359 197,375
訪問介護員 166,000 178,633 194,797 227,149
訪問介護員（介護福祉士） 164,451 185,594 188,214 216,398
訪問介護員（ヘルパー1,2 級、基礎研修） 141,834 164,565 177,876 186,686

 

  

166,000

178,633

194,797

227,149

164,451

185,594
188,214

216,398

141,834

164,565

177,876

186,686

173,157

197,106 197,223

224,150

181,113

190,628

205,391

227,533

156,363

172,466
176,359

197,375

224,557

252,282

259,668

295,113

208,444

233,756

238,979

271,042

130,000

150,000

170,000

190,000

210,000

230,000

250,000

270,000

290,000

1年目職員 3年目職員 5年目職員 10年目職員

正職員の平均給与
訪問介護員 訪問介護員（介護福祉士）

訪問介護員（ヘルパー1,2級、基礎研修） 介護職員

介護職員（介護福祉士） 介護職員（ヘルパー1,2級、基礎研修）

看護職員 介護支援専門員
（単位：円）

介護職員 
訪問介護員
（介護福祉士） 

訪問介護員 
（ヘルパー1,2 級、基礎研修）

訪問介護員 

介護職員
（介護福祉士） 

介護職員
（ヘルパー1,2 級、基礎研修）

介護支援専門員 

看護職員 
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（２）無資格者や他の資格を取ろうとしている職員に対して資格取得の支援を行っていますか。（あて

はまる番号全てに○を記入してください。） 
 

無資格者や他の資格を取ろうとしている職員に対する資格取得の支援についてみると、「研修の開催を知

らせているが、経費負担はしていない」が 40.2％と最も多く、次いで「経費の一部を支出している」

27.8％、「資格取得に関する活動を職務扱い（出張扱い）としている」23.3％であった。「特に行っていな

い」は 15.4％であった。 

 
 

その他の記載内容を整理すると以下のとおり。 

その他の記載内容（概要） 件数 

費用の立替・貸付け 23

内部で研修を行っている 20

勤務体制で配慮 14

該当者がいない 13

  

9.0%（n=85）

27.8%（n=263）

23.3%（n=220）

40.2%（n=380）

12.8%（n=121）

15.4%（n=146）

7.2%（n=20）

22.4%（n=62）

19.9%（n=55）

48.0%（n=133）

10.1%（n=28）

13.4%（n=37）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

資格取得の経費を全額出している

経費の一部を支出している

資格取得に関する活動を職務扱い（出張扱い）としている

研修の開催を知らせているが、経費負担はしてない

その他

特に行っていない

無資格者や他の資格取得をめざす職員への支援
Ｈ２５年度 Ｈ２２年度

n= 
H25 年度：946 
H22 年度：277 
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（３）資格取得の支援を行ううえで問題となることはありますか。（あてはまる番号全てに○を

記入してください。） 
 

資格を取得しようとする職員に対して支援を行ううえでの問題点についてみると、「研修等を受講する場

合の代替職員の確保」が 49.4％、次いで「資格取得の経費の負担」が 22.7％、「職員が資格を取得し

ても処遇に反映できない」が 14.8％であった。「特に行っていない」とした回答も 19.1％あった。 

 
 

その他の記載内容を整理すると以下のとおり。 

その他の記載内容（概要） 件数 

資格取得すると退職する 2

資格取得希望者がいない 1

本人の勉学の時間がとりにくい 1

合格してくれない 1

都合により長期間働けない 1

担当外の職員が取得しても業務に反映できているのか効果がわかりずらい 1

  

22.7%（n=215）

49.4%（n=467）

14.8%（n=140）

4.0%（n=38）

19.1%（n=181）

19.9%（n=55）

43.3%（n=120）

15.5%（n=43）

3.2%（n=9）

31.4%（n=87）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

資格取得の経費の負担

研修等を受講する場合の
代替職員の確保

職員が資格を取得しても
処遇に反映できない

その他

特に行っていない

資格取得支援の上での問題点

Ｈ２５年度 Ｈ２２年度

n= 
H25 年度：946 
H22 年度：277 
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（４）業務に関連する研修に参加しようとしている職員に対して支援を行っていますか。（あて

はまる番号全てに○を記入してください。） 
 

資格取得以外の業務に関連する外部研修への参加に対する支援についてみると、「研修への参加を職

務扱い（出張扱い）としている」が 66.0％、次いで｢経費を全額支出している｣が 59.2％、｢研修の開催を知

らせている（経費負担はなし）｣が 33.6％であった。｢特に行っていない｣は 2.2％であった。 

 
 

その他の記載内容を整理すると以下のとおり。 

その他の記載内容（概要） 件数 

費用の立替・貸付 7

以前は負担していたが退職するのでやめた 2

希望者がいない 1

代替職員の確保をする 1

負担を検討 1

法人内で研修を開催している 1

事業所で決められた研修は時給支払い 1

  

59.2%（n=560）

20.0%（n=189）

66.0%（n=624）

33.6%（n=318）

4.8%（n=45）

2.2%（n=21）

56.7%（n=157）

22.0%（n=61）

58.8%（n=163）

11.6%（n=32）

7.9%（n=22）

2.9%（n=8）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

経費を全額支出している

経費の一部を支出している

職務扱い（出張扱い）としている

研修の開催を知らせている
（経費負担はなし）

その他

特に行っていない

業務に関連する研修への参加支援

Ｈ２５年度 Ｈ２２年度

n= 
H25 年度：946 
H22 年度：277 
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（５）職員の研修参加への支援を行ううえで問題となることはありますか。（あてはまる番号全

てに○を記入してください。） 
 

業務に関連する外部研修へ参加しようとする職員に対して支援を行ううえでの問題点についてみると、

「代替職員の確保」が 59.5％、次いで「研修効果の確認が困難」が 28.1％、「経費の負担」が 27.5％で

あった。「特に行っていない」とした回答も 9.9％あった。 

 
 

その他の記載内容を整理すると以下のとおり。 

その他の記載内容（概要） 件数 

良い研修は遠方である 2

学べる時間がない 2

研修に参加する職員が少ない 1

学んでる内容と重複している 1

管理者が参加した上で、職員の研修会や勉強会を開き、提示資料をコピーしたりしな

がら指導をしている。 
1

休日は職務扱いではない 1

利用者の都合で行けない時がある 1

27.5%（n=260）

59.5%（n=563）

28.1%（n=266）

3.7%（n=35）

9.9%（n=94）

23.5%（n=65）

50.5%（n=140）

26.0%（n=72）

2.5%（n=7）

23.1%（n=64）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

経費の負担

代替職員の確保

研修効果の確認が困難

その他

特に行っていない

研修参加への支援の行ううえでの問題点
Ｈ２５年度 Ｈ２２年度

n= 
H25 年度：946 
H22 年度：277 
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問１３（１）従業員の職種別の充足状況はどうですか。 

※資格所有者ではなく、その仕事（職種）に就く者について記入してください。 

※不足とは募集をする必要がある状態をいいます。 
 

従業員の過不足状況を職種別にみると、「訪問介護員」の「非正規職員」を除き、「適当」が「不足感あ

り」（「やや不足」＋「不足」＋「大いに不足」）を上回った。なお、「訪問介護員」の「非正規職員」に

ついては、「不足感あり」（「やや不足」＋「不足」＋「大いに不足」）が「適当」を大きく上回っ

た。 

 
 

15.1%

12.1%

11.9%

8.1%

5.6%

21.5%

17.1%

4.5%

3.5%

4.3%

3.5%

5.6%

5.7%

1.4%

5.0%

1.0%

1.9%

7.8%

4.1%

1.5%

4.6%

18.3%

18.5%

26.2%

12.4%

11.1%

23.7%

24.3%

13.8%

7.7%

13.9%

12.2%

5.6%

15.5%

9.9%

7.7%

8.9%

5.0%
9.8%

16.0%

9.7%

18.6%

22.5%

25.8%

29.7%

18.0%

20.4%

26.6%

30.0%

22.0%

22.8%

29.7%

20.4%

17.4%

23.9%

28.4%

12.8%

12.9%

13.6%

20.8%

28.5%

26.9%

34.2%

44.1%

43.5%

31.1%

61.5%

63.0%

28.2%

28.6%

59.6%

66.0%

49.7%

64.0%

71.5%

54.9%

60.3%

74.5%

77.2%

77.7%

61.6%

51.5%

61.9%

42.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25年度

H22年度

介護労働安定…

H25年度

H22年度

介護労働安定…

H25年度

H22年度

介護労働安定…

H25年度

H22年度

介護労働安定…

H25年度

H22年度

介護労働安定…

H25年度

H22年度

介護労働安定…

H25年度

H22年度

介護労働安定…

H25年度

H22年度
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従業員の職種別過不足状況
大いに不足 不足 やや不足 適当

訪問介護員 

訪問介護員 
（うち正職員） 

訪問介護員 
（うち非正規 

職員） 

介護職員 

介護職員 
（うち非正規 

職員） 

看護師 

全体で見た 

場合 

介護支援 
専門員 

介護職員 
（うち正職員） 

介護労働安定
センター

介護労働安定
センター

介護労働安定
センター

介護労働安定
センター

介護労働安定
センター

介護労働安定
センター

介護労働安定
センター

介護労働安定
センター

介護労働安定
センター

データなし 

データなし 

データなし 

データなし 

データなし 

（n=338）

（n=124）

（n=161）

（n=54）

（n=177）

（n=70）

（n=948）

（n=285）

（n=491）

（n=144）

（n=457）

（n=141）

（n=439）

（n=101）

（n=409）

（n=513）

（n=134）

n= 
 H25 年度：2,647 
 H22 年度： 644 
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各職種別の人口別過不足状況は以下のとおり。 
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H25年度

H22年度

H25年度

H22年度

高
知

市

高
知

市
以

外
の

市

人
口

１
万

人
以

上
の

町

人
口

１
万

人
未

満
の

町
村

訪問介護員（正職員）過不足（人口別）
大いに不足 不足 やや不足 適当 当該職種はいない

19

8

14

3

4

0

1

1

17

8

14

6

5

2

6

1

16

9

19

8

3

2

9

2

19

6

22

7

3

6

7

121

0

86

0

23

0

36

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H25年度

H22年度

H25年度

H22年度

H25年度

H22年度

H25年度

H22年度

高
知

市

高
知

市
以

外
の

市

人
口

１
万

人
以

上
の

町

人
口

１
万

人
未

満
の

町
村

訪問介護員（非正規職員）過不足（人口別）
大いに不足 不足 やや不足 適当 当該職種はいない

7

1

6

6

1

1

3

0

17

3

20

2

5

1

18

2

48

8

29

9

10

0

13

8

130

38

113

40

33

9

38

13

41

0

30

0

5

0

9

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H25年度

H22年度

H25年度

H22年度

H25年度

H22年度

H25年度

H22年度

高
知

市

高
知

市
以

外
の

市

人
口

１
万

人
以

上
の

町

人
口

１
万

人
未

満
の

町
村

介護職員（正職員）過不足（人口別）
大いに不足 不足 やや不足 適当 当該職種はいない

（単位：件数）

（単位：件数）

（単位：件数）

高知市 

高知市 
以外の市 

人口 1 万人 
以上の町 

人口 1 万人 
未満の町村 

高知市 

高知市 
以外の市 

人口 1 万人 
以上の町 

人口 1 万人 
未満の町村 

高知市 

高知市 
以外の市 

人口 1 万人 
以上の町 

人口 1 万人 
未満の町村 
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9

0

11

2

5

0

1

0

32

5

21

6

6

2

12

1

60

19

27

9

9

4

13

8

84

24

97

38

28

8

42

12

55

0

32

0

7

0

12

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25年度

H22年度

H25年度

H22年度

H25年度

H22年度

H25年度

H22年度

高
知

市

高
知

市
以

外

の
市

人
口

１
万

人

以
上

の
町

人
口

１
万

人

未
満

の
町

村

介護職員（非正規職員）過不足（人口別）
大いに不足 不足 やや不足 適当 当該職種はいない

9

1

6

0

5

0

2

0

13

1

10

3

5

3

6

2

22

2

21

3

3

1

10

7

116

29

125

28

41

8

45

11

70

0

40

0

8

0

13

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25年度

H22年度

H25年度

H22年度

H25年度

H22年度

H25年度

H22年度

高
知

市

高
知

市
以

外
の

市

人
口

１
万

人
以

上
の

町

人
口

１
万

人
未

満
の

町
村

介護支援専門員過不足（人口別）
大いに不足 不足 やや不足 適当 当該職種はいない

11

12

3

6

19

10

5

6

36

31

10

8

105

87

27

33

54

36

11

14

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25年度

H22年度

H25年度

H22年度

H25年度

H22年度

H25年度

H22年度

高
知

市

高
知

市
以

外
の

市

人
口

１
万

人
以

上
の

町

人
口

１
万

人
未

満
の

町
村

看護師過不足（人口別）

大いに不足 不足 やや不足 適当 当該職種はいない

前回対象外 

前回対象外 

前回対象外 

前回対象外 

高知市 

高知市 
以外の市 

人口 1 万人 
以上の町 

人口 1 万人 
未満の町村 

高知市 

高知市 
以外の市 

人口 1 万人 
以上の町 

人口 1 万人 
未満の町村 

高知市 

高知市 
以外の市 

人口 1 万人 
以上の町 

人口 1 万人 
未満の町村 

（単位：件数）

（単位：件数）

（単位：件数）
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サービス別の職種別過不足状況は以下のとおり。 

 
 

 
 

8.2% 11.0% 17.8%

0.0%

60.3%

100.0%

2.7%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護

夜間対応型訪問介護

従業員の職種別過不足状況（サービス別）
＜訪問介護員（正職員）＞

大いに不足 不足 やや不足 適当 当該職種はいない

20.0% 23.8% 27.5%

0.0%

26.9%

100.0%

1.9%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護

夜間対応型訪問介護

従業員の職種別過不足状況（サービス別）
＜訪問介護員（非正規職員）＞

大いに不足 不足 やや不足 適当 当該職種はいない

（n=160）

（n=1）

（n=146）

（n=1）

（n=161）

（n=147）
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3.4%

0.0%

10.5%

0.0%

3.3%

0.0%

0.0%

4.4%

3.6%

2.9%

11.3%

10.5%

5.6%

0.0%

17.6%

13.0%

0.0%

0.0%

24.4%

7.1%

17.6%

12.3%

42.1%

22.2%

26.3%

23.5%

21.7%

40.0%

0.0%

22.2%

32.1%

17.6%

69.1%

31.6%

66.7%

63.2%

58.8%

62.0%

60.0%

100.0%

48.9%

57.1%

61.8%

3.9%

15.8%

5.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通所介護

通所リハビリテーション

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設
入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

従業員の職種別過不足状況（サービス別）
＜介護職員（正職員）＞

大いに不足 不足 やや不足 適当 当該職種はいない

5.6%

0.0%

5.6%

5.9%

5.6%

3.1%

0.0%

0.0%

9.1%

8.0%

3.3%

14.1%

5.6%

5.6%

23.5%

22.2%

17.3%

33.3%
0.0%

27.3%

0.0%

0.0%

20.7%

11.1%

22.2%

11.8%

16.7%

26.5%

0.0%

33.3%

25.0%

28.0%

10.0%

53.5%

50.0%

55.6%

52.9%

38.9%

53.1%

66.7%

66.7%

38.6%

60.0%

53.3%

6.1%

33.3%

11.1%

5.9%

16.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

4.0%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通所介護

通所リハビリテーション

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設
入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

従業員の職種別過不足状況（サービス別）
＜介護職員（非正規職員）＞

大いに不足 不足 やや不足 適当 当該職種はいない
（n=198）

（n=18）

（n=18）

（n=17）

（n=18）

（n=98）

（n=6）

（n=3）

（n=44）

（n=25）

（n=30）

（n=204）

（n=19）

（n=18）

（n=19）

（n=17）

（n=92）

（n=5）

（n=3）

（n=45）

（n=28）

（n=34）

（n=475）

（n=484）
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5.6%

0.0%

0.0%

3.8%

0.0%

6.9%

5.6%

9.3%

5.0%

0.0%

8.8%

9.0%

11.1%

0.0%

13.3%

0.0%

0.0%

22.5%

7.7%

5.9%

13.8%

72.2%

93.3%

74.7%

100.0%

100.0%

70.0%

88.5%

82.4%

67.6%

5.6%

6.7%

2.7%

0.0%

0.0%

2.5%

0.0%

2.9%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小規模多機能型居宅介護

特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設
入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

居宅介護支援

従業員の職種別過不足状況（サービス別）
＜介護支援専門員＞

大いに不足 不足 やや不足 適当 当該職種はいない

7.0%

11.8%

7.1%

5.3%

0.0%

0.0%

4.7%

14.3%

11.1%

10.2%

11.8%

7.1%

10.5%

6.3%

16.7%

0.0%

11.6%

10.7%

8.3%

19.3%

11.8%

14.3%

15.8%

12.5%

0.0%

27.9%

35.7%

22.2%

60.8%

47.1%

35.7%

57.9%

81.3%

83.3%

100.0%

55.8%

39.3%

58.3%

2.7%

17.6%

35.7%

10.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通所介護

通所リハビリテーション

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

特定施設入居者生活介護

地域密着型特定施設
入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

従業員の職種別過不足状況（サービス別）
＜看護師＞

大いに不足 不足 やや不足 適当 当該職種はいない

（n=18）

（n=15）

（n=75）

（n=6）

（n=3）

（n=40）

（n=26）

（n=34）

（n=188）

（n=187）

（n=17）

（n=14）

（n=19）

（n=16）

（n=6）

（n=1）

（n=43）

（n=28）

（n=36）

（n=367）

（n=405）
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（２）前の質問で「大いに不足」から「やや不足」までを選んだ方の回答。不足している理由

（あてはまる番号全てに○を記入してください。） 
 

介護サービスに従事する従業員数について、「大いに不足」から「やや不足」と答えた事業所にその理

由をきいたところ、「採用が困難である」が 48.6％と最も多く、次いで「離職率が高い」、「事業を拡大し

たいが人材が確保できない」、「その他」の順であった。 

前回（22 年度）ともに不足している理由の割合を占める傾向は同じであった。 

 

 

不足している理由をサービス別でみると以下のとおり。 

20.7%（n=118）

48.6%（n=277）

20.5%（n=117）

10.2%（n=58）

19.4%（n=32）

46.1%（n=76）

18.2%（n=30）

16.4%（n=27）

0% 20% 40% 60%

離職率が高い

採用が困難である

事業を拡大したいが 人材が確保できない

その他

不足している理由
H25年度 H22年度

13.1%

0.0%

25.0%

7.1%

37.5%

33.3%

40.0%

32.4%

25.0%
0.0%

16.2%

28.6%

29.2%

8.2%

44.8%

49.3%

50.0%

50.0%

60.0%

60.0%

51.4%

50.0%

100.0%

62.2%

57.1%

50.0%

37.0%

35.2%

18.1%

7.1%

12.5%
0.0%

8.1%
0.0%

10.8%
0.0%

4.2%

37.0%

6.9%

7.6%

35.7%

0.0%

6.7%

0.0%

8.1%

25.0%

0.0%

10.8%

14.3%

16.7%

17.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護

夜間対応型訪問介護

通所介護

通所リハビリテーション

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生
活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

居宅介護支援

不足している理由（サービス別）

離職率が高い 採用が困難である 事業を拡大したいが 人材が確保できない その他

（n=570）

n= 
H25 年度：570 
H22 年度：165 

（n=145） 

（n=144） 

（n=14） 

（n=8） 

（n=15） 

（n=10） 

（n=74） 

（n=4） 

（n=1） 

（n=37） 

（n=21） 

（n=24） 

（n=73） 
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（３）上記で、「採用が困難である」と回答した理由をご記入ください。 
 

採用が困難な理由としては、求人を出しても、給与や勤務時間、待遇等の条件面が厳しく、応募者が少な

いこと。また、採用に至っても経験や能力、モチベーション等の不足が原因で長続きしないケースが多いと

する意見もみられた。 

 

採用の困難さを感じている事業所の人口別は以下のとおり。 

 
 

採用の困難さを感じている事業所をサービス別でみると、訪問介護が 25.2%と最も多く、次いで通

所介護が 24.8%であった。 

 
  

44.3%（n=125）

29.1%（n=82）

12.8%（n=36）

13.8%（n=39）

34.2%（n=26）

36.8%（n=28）

10.5%(n=8)

18.4%（n=14）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

高知市

高知市以外の市

人口１万人以上の町

人口１万人未満の町村

採用の困難さを感じている事業所（人口別）
H25年度 H22年度

25.2%

0.0%

24.8%

2.0%

1.2%

3.5%

2.4%

12.6%

0.4%

0.4%

8.7%

5.1%

4.7%

9.1%

0% 10% 20% 30%

訪問介護

夜間対応型訪問介護

通所介護

通所リハビリテーション

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

居宅介護支援

採用の困難さを感じている事業所（サービス別） （n=254）

n= 
H25 年度：282 
H22 年度：  76 

（n=64）

（n=63）

（n=5） 

（n=3） 

（n=9） 

（n=6） 

（n=32）

（n=1） 

（n=1） 

（n=22）

（n=13）

（n=12）

（n=23）
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記載理由を整理すると以下のとおり。 

採用が困難な理由としては、応募者の不足による理由が大半であった。 

困難な理由（概要） 件数 

応募者がいない 

専門的 

看護師 21

介護専門員（ケアマネジャー） 3

介護職員 3

訪問介護員（ヘルパー） 4

有資格者・実務経験者 7

ただの人材不足 111

地域的 7

条件（日時的な物） 8

希望者がいない 2

人件費がない 
事業収入に対しての人件費不足 18

介護・診療報酬が低い 4

母体の意向で採用が困難 3

雇用形態の問題 4

その他 5



‐ 53 ‐ 
 

問１４（１）従業員の定着率についてどのように捉えていますか。 
 

事業における従業員の定着率（回答者の認識）をみると、「定着率は低くない」が 67.9％で最も多かっ

た。 

 
 

従業員の定着率を人口別にみると、人口 1 万人未満の町村のほうが「定着率は低くない」と答えた

割合が若干高かった。 

 
  

18.5%

16.6%

6.7%

9.0%

67.9%

67.1%

7.0%

7.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25年度

H22年度

従業員の定着率について

定着率が低く困っている 定着率は低いが、困っていない 定着率は低くない 無回答

19.6%

19.3%

16.3%

14.9%

6.7%

7.5%

8.7%

3.0%

66.9%

66.0%

65.4%

76.9%

6.7%

7.2%

9.6%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高知市

高知市以外の市

人口１万人以上の町

人口１万人未満の町村

従業員の定着率について（人口別）
定着率が低く困っている 定着率は低いが、困っていない 定着率は低くない 無回答

（n=946）

n= 
H25 年度：946 
H22 年度：277 

（n=387）

（n=321）

（n=104）

（n=134）
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（２）当初は臨時職員や非常勤職員として採用し、資格を取れば正規職員に登用する制度等がありま

すか。 
 

当初は臨時職員や非常勤職員として採用し、資格を取れば正規職員に登用する制度等の有無をみると、

「ある」が 50.5％で、「ない」の 41.8％をやや上回った。 

 
 

臨時職員や非常勤職員の登用制度の有無を人口別にみると、人口 1 万人未満の町村のほうがわずかに少な

い。 

 
  

50.5%

47.3%

41.8%

42.2%

7.7%

10.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H25年度

H22年度

臨時職員や非常勤職員の登用制度の有無
ある ない 無回答

53.7%

49.2%

48.1%

46.3%

38.5%

44.2%

40.4%

46.3%

7.8%

6.5%

11.5%

7.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高知市

高知市以外の市

人口１万人以上の町

人口１万人未満の町村

臨時職員や非常勤職員の登用制度の有無（人口別）
ある ない 無回答 （n=946）

n= 
H25 年度：946 
H22 年度：277 

（n=387）

（n=321）

（n=104）

（n=134）
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問１５ 貴事業所の平成 25 年６月の 1 ヶ月の収支状況において、介護事業収入等における人件費

の割合をお答えください。なお、委託費（外注費や派遣料金など）は含みません。数値は、概数

で結構です。 
 

（１）介護事業収入に占める人件費の割合 
 

平成 25 年 6 月（１ヶ月）の収支状況において、介護事業収入に占める人件費の割合をみると

「50％未満」が最も多く、次いで、「70%以上 80％未満」の順であった。 

前回（22 年度）も「50％未満」が最も多く、次いで、「70%以上 80％未満」、「60％以上 65%未満」

の順であった。 

 
  

14.4%（n=136）

7.8%（n=74）

5.3%（n=50）

7.0%（n=66）

7.4%（n=70）

12.7%（n=120）

8.8%（n=83）

5.5%（n=52）

31.2%（n=295）

14.8%（n=41）

6.1%（n=17）

7.9%（n=22）

8.7%（n=24）

7.6%（n=21）

12.6%（n=35）

7.6%（n=21）

2.9%（n=8）

31.8%（n=88）

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

0%以上50%未満

50%以上55%未満

55%以上60%未満

60%以上65%未満

65%以上70%未満

70%以上80%未満

80%以上90%未満

90%以上100%未満

無回答・その他

介護事業収入に占める人件費の割合

H25年度 H22年度

n= 
H25 年度：946 
H22 年度：277 



‐ 56 ‐ 
 

（２）介護報酬に占める人件費の割合 
 

平成 25 年 6 月（１ヶ月）の収支状況において、介護報酬に占める人件費の割合をみると「80％以上

90％未満」が最も多く、次いで、「70％以上 80％未満」の順であった。 

前回（22 年度）は、「70％以上 80％未満」が最も多く、次いで、「50％未満」、「60％以上 65％未

満」の順であった。 

［注］人件費には給与、労働保険料、社会保険料を含み、委託費（外注費や派遣料金）を含まない。 

 
  

9.4%（n=89）

4.3%（n=41）

5.3%（n=50）

6.6%（n=62）

6.6%（n=62）

12.1%（n=114）

12.7%(n=120)

6.3%（n=60）

36.8%（n=348）

10.5%（n=29）

4.3%（n=12）

5.1%（n=14）

8.7%（n=24）

6.1%（n=17）

16.6%（n=46）

8.7%（n=24）

4.3%（n=12）

35.7%（n=99）

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

0%以上50%未満

50%以上55%未満

55%以上60%未満

60%以上65%未満

65%以上70%未満

70%以上80%未満

80%以上90%未満

90%以上100%未満

無回答・その他

介護報酬に占める人件費の割合

H25年度 H22年度

n= 
H25 年度：946 
H22 年度：277 
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問１６（１）貴事業所でのこの 1 年間（H24.7.1～H25.6.30）の離職者数をご記入ください。 
 

正職員を職種別・男女別・年代別離職者数でみると、正職員、非正規職員含め全年代男女共に介護職員の

離職者が非常に多かった。 

 
  

4 

4 

53 

2 

2 

4 

1 

0 

3 

68 

11 

9 

6 

10 

5 

5 

30 

5 

2 

1 

4 

2 

3 

9 

2 

1 

0 

4 

8 

3 

66 

7 

5 

4 

2 

9 

7 

97 

43 

3 

3 

7 

14 

5 

88 

48 

3 

0 

19 

13 

13 

103 

66 

6 

3 

28 

0 20 40 60 80 100 120

訪問介護員

サービス提供責任者

介護職員

看護職員

生活相談員

PT・OT・ ST

介護支援専門員

職種別・男女別・年代別離職者数（正職員）
男20代以下 男30代 男40代 男50代以上

女20代以下 女30代 女40代 女50代以上
（単位：人）
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非正規職員を職種別・男女別・年代別離職者数でみると、介護職員の女性の離職者が多い。 

 
  

4 

0 

65 

1 

1 

0 

0 

1 

0 

54 

3 

0 

1 

0 

6 

0 

38 

1 

0 

0 

0 

5 

0 

43 

4 

1 

0 

0 

15 

0 

82 

5 

0 

1 

1 

32 

9 

111 

22 

2 

1 

0 

43 

7 

130 

21 

1 

0 

3 

127 

3 

182 

63 

4 

1 

5 

0 50 100 150 200

訪問介護員

サービス提供責任者

介護職員

看護職員

生活相談員

PT・OT・ ST

介護支援専門員

職種別・男女別・年代別離職者数（非正規職員）

男20代以下 男30代 男40代 男50代以上
女20代以下 女30代 女40代 女50代以上

（単位：人）
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離職理由を整理すると以下のとおり。 

本人に関する退職理由としては「自己都合」を除いて、体調不良の理由が 41 件あった。 

事業所に関する退職理由としては、「職場の人間関係」「給与への不満」が多かった。 

退職理由（概要） 件数 

本人 

に関する 

理由 

自己都合 280

定年退職 33

体調不良 41

体力の限界 19

他職種へ転職 19

同職種へ転職 19

（種別不明）転職 37

仕事への不安 3

適性不一致 21

思っていた仕事と違う 3

職場になじめない 4

事業所 

に関する 

理由 

職場の人間関係 15

給与への不満 11

職場への不満 3

労働条件 4

適性がなく解雇 5

パワハラ 2

利用者との人間関係 2

経費削減のため 1
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（２）職員の早期離職防止や定着促進を図るために主にどのような方策をとっていますか。あて

はまる番号５つまで○を記入してください。 
 

早期離職防止及び定着促進のための方策（複数回答）をみると、「職場内の仕事上のコミュニケーション

の円滑化を図っている（定期的なミーティング、意見交換会、チームケア等）」が 42.4％で最も多く、次い

で「賃金・労働時間等の労働条件（休暇を取りやすくすることも含む）を改善している。」が 40.9％、｢非

正規職員から正職員への転換の機会を設けている。｣が 39.7％であった。 

 

40.9%（n=387）

27.4%（n=259）

7.1%（n=67）

15.1%（n=143）

31.5%（n=29８）

13.7%（n=130）

39.7%（n=376）

8.9%（n=84）

34.5%（n=326）

33.2%（n=314）

17.4%（n=165）

15.2%（n=144）

13.0%（n=123）

42.4%（n=401）

19.5%（n=184）

15.0%（n=142）

13.3%（n=126）

9.9%（n=94）

5.8%（n=55）

2.0%（n=19）

7.7%（n=73）

53.8%（n=149）

44.8%（n=124）

41.9%（n=116）

39.7%（n=110）

39.4%（n=109）

37.2%（n=103）

36.1%（n=100）

27.8%（n=77）

27.4%（n=76）

24.9%（n=69）

23.1%（n=64）

22.7%（n=63）

18.8%（n=52）

18.4%（n=51）

18.1%（n=50）

13.7%（n=38）

11.9%（n=33）

10.5%（n=29）

9.7%（n=27）

1.1%（n=3）

4.3%（n=12）

57.5%

41.2%

17.0%

32.3%

47.5%

24.4%

43.1%

62.5%

34.1%

30.1%

32.7%

62.3%

39.0%

30.1%

26.9%

8.0%

0% 20% 40% 60% 80%

賃金・労働時間等の労働条件（休暇を取りやすくすることも含む）を
改善している

能力や仕事ぶりを評価し、配置や処遇に反映している

職員の仕事内容と必要な能力等を明示している

キャリアに応じた給与体系を整備している

定期昇給の制度がある

昇任・昇格の制度を設けている

非正規職員から正職員への転換の機会を設けている

新人の指導担当・アドバイザーを置いている

能力開発を充実させている（社内研修の実施社外講習会の受講・支援等）

労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞いている

仕事内容の希望を聞いている（持ち場の異動など）

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている（メンタルヘルスケア）

健康対策や健康管理に力を入れている

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図っている
（定期的なミーティン グ、意見交換会、チームケア等）

経営者・管理者と従業員が経営方針、ケア方針を共有する機会を設けている

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深めている
（カラオケ、ボーリングなどの同 好会、親睦会等の実施を含む）

職場環境を整えている（休憩室、談話室、出社時に座れる椅子の確保等）

子育て支援を行っている（子ども預かり所の設置や保育費の支援などの実施）

離職理由を分析し、早期離職防止や定着促進のための方策に役立てている

その他

特に方策はとっていない

職員の早期離職防止や定着促進のための方策

H25年度 H22年度 介護労働安定センター

n=
H25 年度：946 
H22 年度：277 
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（３）早期離職防止や定着促進に最も効果があった方策はどれですか。上記（２）で○を付けた中から

それぞれ１つ番号を記入してください。 
 

（全体） 

早期離職防止や定着促進に最も効果があった方策（全体/正職員）をみると、「賃金・労働時間等の労働

条件（休暇を取りやすくすることも含む）を改善している」が 119 件と最も多く、次いで「職場内の仕事上

のコミュニケーションの円滑化を図っている（定期的なミーティング、意見交換会、チームケア等）」が

67 件であった。 

119

47

2

13

48

12

5

8

26

30

16

15

0

67

8

5

4

7

3

1

2

27

13

2

21

3

7

11

6

5

20

4

2

7

1

0 50 100 150

賃金・労働時間等の労働条件
（休暇を取りやすくすることも含む）を改善している

能力や仕事ぶりを評価し、配置や処遇に反映している

職員の仕事内容と必要な能力等を明示している

キャリアに応じた給与体系を整備している

定期昇給の制度がある

昇任・昇格の制度を設けている

非正規職員から正職員への転換の機会を設けている

新人の指導担当・アドバイザーを置いている

能力開発を充実させている
（社内研修の実施社外講習会の受講・支援等）

労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞いている

仕事内容の希望を聞いている（持ち場の異動など）

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている
（メンタルヘルスケア）

健康対策や健康管理に力を入れている

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図っている
（定期的なミーティン グ、意見交換会、チームケア等）

経営者・管理者と従業員が経営方針、ケア方針を共有する
機会を設けている

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深めている
（カラオケ、ボーリングなどの同 好会、親睦会等の実施を含む）

職場環境を整えている
（休憩室、談話室、出社時に座れる椅子の確保等）

子育て支援を行っている
（子ども預かり所の設置や保育費の支援などの実施）

離職理由を分析し、早期離職防止や定着促進のための
方策に役立てている

その他

特に方策はとっていない

早期離職防止や定着促進に最も効果があった方策
（全体／正職員）

H25年度 H22年度

（単位：件数）

0 

0 

0 

0 

0 
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早期離職防止や定着促進に最も効果があった方策（全体/非正規）をみると、「職場環境を整えている。

（休憩室、談話室、出社時に座れる椅子の確保等）」が 247 件と最も多く、次いで「労働時間（時間帯・総

労働時間）の希望を聞いている。」が 79 件であった。 

 
  

73

21

2

1

9

4

71

6

19

79

14

9

0

38

3

6

247

3

4

3

2

22

3

1

3

27

32

5

5

14

3

1

3

1

0 100 200 300

賃金・労働時間等の労働条件
（休暇を取りやすくすることも含む）を改善している

能力や仕事ぶりを評価し、配置や処遇に反映している

職員の仕事内容と必要な能力等を明示している

キャリアに応じた給与体系を整備している

定期昇給の制度がある

昇任・昇格の制度を設けている

非正規職員から正職員への転換の機会を設けている

新人の指導担当・アドバイザーを置いている

能力開発を充実させている
（社内研修の実施社外講習会の受講・支援等）

労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞いている

仕事内容の希望を聞いている（持ち場の異動など）

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている
（メンタルヘルスケア）

健康対策や健康管理に力を入れている

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図っている
（定期的なミーティン グ、意見交換会、チームケア等）

経営者・管理者と従業員が経営方針、ケア方針を共有する
機会を設けている

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深めている
（カラオケ、ボーリングなどの同 好会、親睦会等の実施を含む）

職場環境を整えている
（休憩室、談話室、出社時に座れる椅子の確保等）

子育て支援を行っている
（子ども預かり所の設置や保育費の支援などの実施）

離職理由を分析し、早期離職防止や定着促進のための
方策に役立てている

その他

特に方策はとっていない

早期離職防止や定着促進に最も効果があった方策
（全体／非正規職員）

H25年度 H22年度

（単位：件数）

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 
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（訪問介護員） 

早期離職防止や定着促進に最も効果があった方策（訪問／正職員）をみると、「賃金・労働時間等の労働

条件（休暇を取りやすくすることも含む）を改善している」が 26 件と最も多く、次いで「労働時間（時間

帯・総労働時間）の希望を聞いている」が 16 件であった。 

 
  

26

8

0

2

5

1

3

0

4

16

5

2

1

10

0

0

1

1

0

0

0

6

5

1

3

1

1

4

2

5

2

0 10 20 30

賃金・労働時間等の労働条件
（休暇を取りやすくすることも含む）を改善している

能力や仕事ぶりを評価し、配置や処遇に反映している

職員の仕事内容と必要な能力等を明示している

キャリアに応じた給与体系を整備している

定期昇給の制度がある

昇任・昇格の制度を設けている

非正規職員から正職員への転換の機会を設けている

新人の指導担当・アドバイザーを置いている

能力開発を充実させている
（社内研修の実施社外講習会の受講・支援等）

労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞いている

仕事内容の希望を聞いている（持ち場の異動など）

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている
（メンタルヘルスケア）

健康対策や健康管理に力を入れている

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図っている
（定期的なミーティン グ、意見交換会、チームケア等）

経営者・管理者と従業員が経営方針、ケア方針を共有する
機会を設けている

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深めている
（カラオケ、ボーリングなどの同 好会、親睦会等の実施を含む）

職場環境を整えている
（休憩室、談話室、出社時に座れる椅子の確保等）

子育て支援を行っている
（子ども預かり所の設置や保育費の支援などの実施）

離職理由を分析し、早期離職防止や定着促進のための
方策に役立てている

その他

特に方策はとっていない

早期離職防止や定着促進に最も効果があった方策
（訪問／正職員）

H25年度 H22年度

（単位：件数）

0 
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0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 
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早期離職防止や定着促進に最も効果があった方策（訪問／非正規）をみると、「労働時間（時間帯・総労

働時間）の希望を聞いている」が 54 件と最も多く、次いで「賃金・労働時間等の労働条件（休暇を取りや

すくすることも含む）を改善している」が 19 件であった。 
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職員の仕事内容と必要な能力等を明示している

キャリアに応じた給与体系を整備している

定期昇給の制度がある

昇任・昇格の制度を設けている

非正規職員から正職員への転換の機会を設けている

新人の指導担当・アドバイザーを置いている

能力開発を充実させている
（社内研修の実施社外講習会の受講・支援等）

労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞いている

仕事内容の希望を聞いている（持ち場の異動など）

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている
（メンタルヘルスケア）

健康対策や健康管理に力を入れている

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図っている
（定期的なミーティン グ、意見交換会、チームケア等）

経営者・管理者と従業員が経営方針、ケア方針を共有する
機会を設けている

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深めている
（カラオケ、ボーリングなどの同 好会、親睦会等の実施を含む）

職場環境を整えている
（休憩室、談話室、出社時に座れる椅子の確保等）

子育て支援を行っている
（子ども預かり所の設置や保育費の支援などの実施）

離職理由を分析し、早期離職防止や定着促進のための
方策に役立てている

その他

特に方策はとっていない

早期離職防止や定着促進に最も効果があった方策
（訪問／非正規職員）

H25年度 H22年度

（単位：件数）
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（介護職員） 

早期離職防止や定着促進に最も効果があった方策（介護／正職員）をみると、「賃金・労働時間等の労働

条件（休暇を取りやすくすることも含む）を改善している」が 74 件と最も多く、次いで「職場内の仕事上

のコミュニケーションの円滑化を図っている（定期的なミーティング、意見交換会、チームケア等）」が

35 件であった。 
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（社内研修の実施社外講習会の受講・支援等）

労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞いている

仕事内容の希望を聞いている（持ち場の異動など）

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている
（メンタルヘルスケア）

健康対策や健康管理に力を入れている

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図っている
（定期的なミーティン グ、意見交換会、チームケア等）

経営者・管理者と従業員が経営方針、ケア方針を共有する
機会を設けている

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深めている
（カラオケ、ボーリングなどの同 好会、親睦会等の実施を含む）

職場環境を整えている
（休憩室、談話室、出社時に座れる椅子の確保等）

子育て支援を行っている
（子ども預かり所の設置や保育費の支援などの実施）

離職理由を分析し、早期離職防止や定着促進のための
方策に役立てている

その他

特に方策はとっていない

早期離職防止や定着促進に最も効果があった方策
（介護／正職員）

H25年度 H22年度

（単位：件数）
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早期離職防止や定着促進に最も効果があった方策（介護／非正規）をみると、「非正規職員から正職員へ

の転換の機会を設けている」が 66 件と最も多く、次いで「賃金・労働時間等の労働条件（休暇を取りやす

くすることも含む）を改善している」が 52 件であった。 
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非正規職員から正職員への転換の機会を設けている

新人の指導担当・アドバイザーを置いている

能力開発を充実させている
（社内研修の実施社外講習会の受講・支援等）

労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞いている

仕事内容の希望を聞いている（持ち場の異動など）

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている
（メンタルヘルスケア）

健康対策や健康管理に力を入れている

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図っている
（定期的なミーティン グ、意見交換会、チームケア等）

経営者・管理者と従業員が経営方針、ケア方針を共有する
機会を設けている

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深めている
（カラオケ、ボーリングなどの同 好会、親睦会等の実施を含む）

職場環境を整えている
（休憩室、談話室、出社時に座れる椅子の確保等）

子育て支援を行っている
（子ども預かり所の設置や保育費の支援などの実施）

離職理由を分析し、早期離職防止や定着促進のための
方策に役立てている

その他

特に方策はとっていない

早期離職防止や定着促進に最も効果があった方策
（介護／非正規職員）

H25年度 H22年度

（単位：件数）
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問１７ 人材育成のために行っている取組みの方策全てに○を記入してください。 
 

人材育成のために行っている方策について、全体でみると、「教育研修計画を立てている」が最も高く、

次いで「地域の同業他社と協力、ノウハウを共有して育成に取り組んでいる」「法人全体（関係会社を含む）

で連携して育成に取り組んでいる」の順であった。 

前回（22 年度）では、「職員に後輩の指導をさせている」が最も高く、次いで「自治体や業界団体が主

催する教育・研修には積極的に参加させるようにしている」「教育研修計画を立てている」の順であった。 
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教育研修計画を立てている

教育・研修の担当者、若しくは担当部署を決めている

採用時の教育・研修を充実させている

職員に後輩の指導をさせている

能力の向上が認められた者は、配置や処遇に反映している

法人全体（関係会社を含む）で連携して育成に取り組んでいる

自治体や業界団体が主催する教育・研修には積極的に
参加させるようにしている

地域の同業他社と協力、
ノウハウを共有して育成に取り組んでいる

その他

いずれも行っていない

人材育成のために行っている取組みの方策

H25年度 H22年度 介護労働安定センター

n=
H25 年度：5,425 
H22 年度：1,767 
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職種別・就業形態別でみると、訪問介護員では、正職員・非正規職員ともに「法人全体（関係会社を含む）

で連携して育成に取り組んでいる」が最も多く、次いで「地域の同業他社と協力、ノウハウを共有して育成

に取り組んでいる」「自治体や業界団体が主催する教育・研修には積極的に参加させるようにしている」の

順であった。 

前回（22 年度）は、正職員・非正規職員ともに「職員に後輩の指導をさせている」が最も多かった。次

いで、訪問介護員の正職員では、「自治体や業界団体が主催する教育・研修には積極的に参加させるように

している」、「教育研修計画を立てている」の順であった。一方、非正規職員では、「教育研修計画を立て

ている」、「法人全体（関係会社を含む）で連携して育成に取り組んでいる」の順であった。 
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介護職員についてみると、正職員では、「教育・研修の担当者、若しくは担当部署を決めている」

が最も多く、次いで「教育研修計画を立てている」「地域の同業他社と協力、ノウハウを共有して育成に

取り組んでいる」の順であった。非正規職員では、「教育研修計画を立てている」が最も多く、次いで

「地域の同業他社と協力、ノウハウを共有して育成に取り組んでいる」の順であった。 

前回（22 年度）は、正職員では「自治体や業界団体が主催する教育・研修には積極的に参加させる

ようにしている」が最も多く、次いで「職員に後輩の指導をさせている」、「教育研修計画を立てて

いる」の順であった。非正規職員では、「職員に後輩の指導をさせている」が最も多く、次いで「自治

体や業界団体が主催する教育・研修には積極的に参加させるようにしている」、「教育研修計画を立てて

いる」の順であった。 
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(介護職員／正職員) H25年度 H22年度
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問１８（１）採用時に次のような教育・研修を行っていますか。（自社・他社の研修機関の利用は問

いません。）（あてはまる番号全てに○を記入してください。） 
 

採用時の教育・研修の内容については、訪問介護員と介護職員との間で若干、順位に差異があるものの、

研修の重点項目に差異はみられなかった。正職員・非正規職員間での雇用形態による差異はなかった。具体

的には、「介護技術・知識」が、訪問介護員、介護職員のいずれでも多かった。 

訪問介護についてみると、正職員では、次いで「接遇・マナー」、「感染症予防対策」、「法人・事業

所の経営理念・ケア方針」、「安全対策（事故時の応急措置等）」で、非正規職員では次いで「接遇・マ

ナー」、「法人・事業所の経営理念・ケア方針」、「感染症予防対策」、「安全対策（事故時の応急措置

等）」の順であった。 
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介護職員についてみると、２番目以降は正職員では「法人・事業所の経営理念・ケア方針」、「接

遇・マナー」、「感染症予防対策」、「安全対策（事故時の応急措置等）」の順に対し、非正規職員

では「法人・事業所の経営理念・ケア方針」、「接遇・マナー」、「職員の腰痛予防対策」、「感染

症予防対策」の順であった。 

 
 

 
  

404

371

372

367

167

164

335

168

21

30

145

130

132

115

74

59

97

49

7

12

0 100 200 300 400 500

介護技術・知識

接遇・マナー

法人・事業所の経営理念・ケア方針

感染症予防対策

問題解決・苦情処理の手順

職員の腰痛予防対策

安全対策（事故時の応急措置等）

職員間の人間関係の構築

その他

いずれも行っていない

採用時の教育・研修（介護職員／正職員）
H25年度 H22年度

126

114

121

87

68

111

69

7

19

0

132

117

122

101

57

51

86

47

5

12

0 50 100 150

介護技術・知識

接遇・マナー

法人・事業所の経営理念・ケア方針

感染症予防対策

問題解決・苦情処理の手順

職員の腰痛予防対策

安全対策（事故時の応急措置等）

職員間の人間関係の構築

その他

いずれも行っていない

採用時の教育・研修（介護職員／非正規職員）
H25年度 H22年度

（単位：件数）

（単位：件数）
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（２）OJT（仕事を通じた能力開発や上司や先輩による指導）をどのような方法で行っています

か。（あてはまる番号全てに○を記入してください。） 
 

OJT の実施方法をみると、正職員と非正規職員との間で差異がみられた。 

職種別・就業形態別にみると、訪問介護員の正職員では「部下指導を管理職（リーダーや主任を含む）の

役割としている」が最も多く、次いで「経験・能力のある人と一緒に仕事をさせている」、「業務マニュア

ルを作成している」の順であった。訪問介護員の非正規職員では「経験・能力のある人と一緒に仕事をさせ

ている」が最も多く、次いで「業務マニュアルを作成している」、「育成を考えて仕事を与えている」、

の順であった。 

［注］「OJT」（＝On the Job Training）とは、仕事を通じた能力開発や上司や先輩による指導をい

う。 

 
 

 
 

  

101

43

97

37

64

88

0

15

51

18

38

17

34

41

3

0

0 50 100 150

部下指導を管理職（リーダーや主任等を含む）の役割としている

管理職以外の指導担当者をつけている

経験・能力のある人と一緒に仕事をさせている

指導方法をマニュアル化している

育成を考えて仕事を与えている

業務マニュアルを作成している

その他

いずれも行っていない

OJT方法（訪問介護／正職員） H25年度 H22年度

68

47

113

38

78

86

0

14

42

16

45

15

31

39

3

2

0 50 100 150

部下指導を管理職（リーダーや主任等を含む）の役割としている

管理職以外の指導担当者をつけている

経験・能力のある人と一緒に仕事をさせている

指導方法をマニュアル化している

育成を考えて仕事を与えている

業務マニュアルを作成している

その他

いずれも行っていない

OJT方法（訪問介護／非正規職員）
H25年度 H22年度

（単位：件数）

（単位：件数）
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介護職員についてみると、正職員では「部下指導を管理職（リーダーや主任を含む）の役割としている」

が最も多く、次いで「経験・能力のある人と一緒に仕事をさせている」、「業務マニュアルを作成している」

の順であった。非正規職員では「経験・能力のある人と一緒に仕事をさせている」が最も多く、次いで「業

務マニュアルを作成している」、「部下指導を管理職（リーダーや主任を含む）の役割としている」の順

であった。 

 
 

 
  

380

202

368

129

246

363

7

21

129

63

122

39

82

113

5

5

0 100 200 300 400

部下指導を管理職（リーダーや主任等を含む）の役割としている

管理職以外の指導担当者をつけている

経験・能力のある人と一緒に仕事をさせている

指導方法をマニュアル化している

育成を考えて仕事を与えている

業務マニュアルを作成している

その他

いずれも行っていない

OJT方法（介護職員／正職員）
H25年度 H22年度

294

176

352

108

215

318

6

16

98

56

117

34

69

101

5

7

0 100 200 300 400

部下指導を管理職（リーダーや主任等を含む）の役割としている

管理職以外の指導担当者をつけている

経験・能力のある人と一緒に仕事をさせている

指導方法をマニュアル化している

育成を考えて仕事を与えている

業務マニュアルを作成している

その他

いずれも行っていない

OJT方法（介護職員／非正規職員）
H25年度 H22年度

（単位：件数）

（単位：件数）
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（３）過去１年間に従業員に対してどのような教育・研修を行いましたか。（自社・他社の研修機関の

利用は問いません。）（あてはまる番号全てに○を記入してください。） 
 

回答のあった事業所において、過去１年間に実施した教育・研修の内容について、職種別・就業形態別に

みると、全体、訪問介護員、介護職員の正職員・非正規職員のいずれも「介護技術・知識」が最も多かった

が、２番目以降はそれぞれ違いが見られた。 

全体では「安全対策（事故時の応急措置等）」、「接遇・マナー」、「情報共有、記録・報告方法」、

「コンプライアンス・プライバシー保護」の順であった。 

 
  

17.5%（n=1,162）

10.3%（n=686）

15.6%（n=1,037）

14.4%（n=954）

11.8%（n=784）

10.9%（n=727）

10.8%（n=719）

6.4%（n=426）

1.6%（n=108）

0.6%（n=37）

19.6%（n=455）

8.6%（n=201）

15.5%（n=361）

14.9%（n=346）

13.0%（n=303）

11.0%（n=256）

11.4%（n=265）

4.3%（n=100）

1.2%（n=29）

0.3%（n=8）

78.4%

47.7%

64.1%

63.2%

53.5%

49.6%

52.1%

23.7%

3.8%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護技術・知識

介護保険制度や関係法令

安全対策（事故時の応急措置等）

接遇・マナー

情報共有、記録・報告方法

コンプライアンス・プライバシー保護

事例検討

資格取得のための研修

その他

いずれも行っていない

過去１年間に従業員に対して行った教育・研修(全体)
H25年度 H22年度 介護労働安定センター n= 

H25 年度：6,640 
H22 年度：2,324 
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訪問介護員の正職員では「介護技術・知識」、「情報共有、記録・報告方法」、「安全対策（事故時の応

急措置等）」の順であり、非正規職員では「介護技術・知識」、「安全対策（事故時の応急措置等）」、

「情報共有、記録・報告方法」の順であった。 
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(訪問介護／正職員)

H25年度 H22年度
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いずれも行っていない

過去１年間に従業員に対して行った教育・研修
(訪問介護／非正規職員)

H25年度 H22年度

（単位：件数）

（単位：件数）
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介護職員の正職員では「介護技術・知識」、「安全対策（事故時の応急措置等）」、「接遇・マナー」の

順であり、非正規職員も同様に「介護技術・知識」、「安全対策（事故時の応急措置等）」、「接遇・マ

ナー」の順であった。 
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（単位：件数）

（単位：件数）
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問１９ 介護保険の指定介護サービス事業を運営する上での問題点はどれですか。（もっともあ

てはまる番号５つまで○を記入してください。） 
 

介護保険の指定介護サービス事業を運営する上での問題点をみると、「良質な人材の確保が難しい」が

61.4％で最も多く、次いで、「今の介護報酬では、人材確保・定着のために十分な賃金を払えない」が

52.5％、「指定介護サービス提供に関する書類作成が煩雑で時間に追われている」が 44.2％の順で

あった。 

 
  

52.5%（n=497）

30.0%（n=284）

61.4%（n=581）

29.4%（n=278）

21.2%（n=201）

15.6%（n=148）

11.1%（n=105）

37.9%（n=359）

9.5%（n=90）

8.4%（n=79）

11.2%（n=106）

7.2%（n=68）

44.2%（n=418）

3.0%（n=28）

2.0%（n=19）

2.2%（n=21）

58.5%（n=162）

25.3%（n=70）

50.9%（n=141）

16.2%（n=45）

23.5%（n=65）

13.4%（n=37）

7.6%（n=21）

30.7%（n=85）

6.9%（n=19）

7.9%（n=22）

9.4%（n=26）

4.7%（n=13）

41.9%（n=116）

2.2%（n=6）

2.2%（n=6）

2.2%（n=6）

46.4%

26.3%

53.0%

27.3%

12.8%

8.4%

7.1%

27.2%

4.4%

4.6%

4.7%

3.7%

31.5%

2.2%

1.9%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80%

今の介護報酬では、人材の確保・定着のために
十分な賃金を払えない

経営（収支）が苦しく、労働条件や労働環境改善を
したくてもできない

良質な人材の確保が難しい

新規利用者の確保が難しい

介護従事者の介護業務に関する知識や技術が
不足している

介護従事者の介護業務に臨む意欲や姿勢に
問題がある

管理者の指導・管理能力が不足している

教育・研修の時間が十分にとれない

介護従事者間のコミュニケーションが不足している

経営者・管理者と職員間のコミュニケーションが
不足している

利用者や利用者の家族の介護サービスに対する
理解が不足している

介護保険の改正等についての的確な情報や説明が
得られない

指定介護サービス提供に関する書類作成が煩雑で
時間に追われている

雇用管理等についての情報や指導が不足している

その他

特に問題はない

指定介護サービス事業を運営する上での問題点
H25年度 H22年度 介護労働安定センター

n=
H25 年度：946 
H22 年度：277 
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問２０（１）２４年度の介護報酬改定に伴い、経営や、サービス提供の面で事業所で主にどのよ

うな対応をしましたか。（あてはまる番号５つまで○を記入してください。） 
 

平成 24 年度の介護報酬改定に伴う経営面での対応をみると、「諸手当の導入・引き上げ」が 22.1%

で最も多く、次いで「いずれもなし」が 21.7％、「教育研修の充実」が 21.0％、「基本給の引き上げ」

「一時金の支給・引き上げ」がともに 19.2％の順であった。 

 
  

19.2%（n=164）

2.0%（n=17）

22.1%（n=189）

2.7%（n=23）

19.2%（n=164）

1.4%（n=12）

14.9%（n=127）

4.0%（n=34）

8.1%（n=69）

11.5%（n=98）

5.9%（n=50）

3.7%（n=32）

13.8%（n=118）

21.0%（n=179）

18.3%（n=156）

12.5%（n=107）

10.9%（n=93）

6.9%（n=59）

4.9%（n=42）

11.0%（n=94）

2.2%（n=19）

21.7%（n=185）

27.4%（n=76）

0.0%

27.4%（n=76）

0.0%

33.9%（n=94）

0.0%

16.6%（n=46）

0.0%

3.2%（n=9）

0.0%

0.0%

4.3%（n=12）

15.2%（n=42）

11.2%（n=31）

22.4%（n=62）

5.8%（n=16）

7.2%（n=20）

8.3%（n=23）

4.7%（n=13）

4.7%（n=13）

2.2%（n=6）

13.7%（n=38）

0% 10% 20% 30% 40%

基本給の引き上げ

基本給の引き下げ

諸手当の導入・引き上げ

諸手当の休廃止・引き下げ

一時金の支給・引き上げ

一時金の支給の休廃止・引き下げ

職員の増員（派遣を含む）による業務負担軽減

職員の減員による業務分担の見直し

労働時間（夜勤を含む）・労働日数の適正化

サービス提供時間の延長

サービス提供時間の短縮

昇進・昇格要件の明確化

非正規職員から正規職員への登用

教育研修の充実

仕事上のコミュニケーションの充実

仕事内容や労働条件に関する個別面談の実施

腰痛対策やメンタルケアを含めた健康管理の充実

出産・子育て支援の充実

介護支援の充実

事故やトラブルの対応体制の強化

その他

いずれもなし

介護報酬改定に伴う経営面での対応
H２５年度 H２２年度

n= 
H25 年度：854 
H22 年度：277 
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（２）介護職員処遇改善加算の利用についてご記入ください。 
 

介護職員処遇改善加算の利用の有無についてみると、｢利用している｣が 76.7％で最も多く、次いで｢利

用していない｣が 18.0％、「利用していないが、今後の利用を検討している」が 2.5％であった。 

 
 

 

法人格別でみると、「社団法人・財団法人」で 100%で、最も母数の多い「民間企業（株式会社等）」

では 71.0%だった。 

 
  

76.7%（n=559）

18.0%（n=131）

2.5%（n=18）

2.9%（n=21）

76.5%（n=212）

3.2%（n=9）

13.0%（n=36）

7.2%（n=20）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している

利用していない

利用していないが、今後の利用を検討している

無回答

介護職員処遇改善加算の利用状況
Ｈ２５年度 Ｈ２２年度

71.0%

85.7%

91.2%

76.9%

71.4%

100.0%

93.8%

16.0%

42.9%

66.7%

19.7%

14.3%

4.7%

20.7%

21.4%

0.0%

0.0%

84.0%

57.1%

0.0%

4.8%

0.0%

0.6%

1.2%

7.1%

0.0%

6.3%

0.0%

0.0%

0.0%

4.5%

0.0%

3.5%

1.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

民間企業（株式会社等）

社会福祉協議会

社会福祉法人（社会福祉協議会除く）

医療法人

NPO（特定非営利活動法人）

社団法人・財団法人

協同組合（農協・生協）

地方自治体（市町村・広域連合）

その他

無回答

介護職員処遇改善加算について（法人格別）

利用している 利用していない 利用していないが、
今後の利用を検討している

無回答 A

（n=729）

n= 
H25 年度：729 
H22 年度：277 

（n=269）

（n=49）

（n=171）

（n=169）

（n=14）

（n=6）

（n=16）

（n=25）

（n=3）

（n=7）
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サービス別でみると、「夜間対応型訪問介護」、「地域密着型特定施設入居者生活介護」及び「地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」で 100%で、最も母数の多い「通所介護」では 68.6%

だった。 

 
 

事業規模別でみると、定員数が 100 人以上の事業所以外では介護職員処遇改善加算を概ね 4 分の３

以上のところで利用している。 

80.0%

100.0%

68.6%

75.0%

83.3%

85.0%

89.5%

92.0%

100.0%

100.0%

71.7%

71.4%

57.9%

15.4%

0.0%

23.1%

20.0%

11.1%

10.0%

5.3%

3.5%

0.0%

28.3%

28.6%

36.8%

2.9%

4.5%

0.0%

0.0%

0.0%

5.3%

0.0%

2.6%

1.7%

3.7%

5.0%

5.6%

5.0%

0.0%

4.4%

0.0%

0.0%

0.0%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護

夜間対応型訪問介護

通所介護

通所リハビリテーション

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

介護職員処遇改善加算について（サービス別）
利用している 利用していない 利用していないが、

今後の利用を検討している
無回答 A

76.6%

74.4%

81.1%

78.7%

77.8%

78.8%

46.7%

14.9%

18.4%

12.2%

16.4%

22.2%

20.0%

53.3%

2.1%

3.4%
3.3%

1.6%

1.3%

6.4%
3.9%

3.3%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～９

１０～１９

２０～２９

３０～３９

４０～４９

５０～９９

１００～

定
員
数
（
人
）

介護職員処遇改善加算について（事業規模別）
利用している 利用していない 利用していないが、

今後の利用を検討している
無回答 A

（n=527）

（n=207）

（n=47）

（n=90）

（n=61）

（n=27）

（n=80）

（n=15）

人 

（n=38）

（n=28）

（n=46）

（n=3）

（n=6）

（n=113）

（n=20）

（n=19）

（n=18）

（n=20）

（n=242）

（n=1）

（n=729）

（n=175）
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（３）上記で、２とした方にお尋ねします。その主な理由は何ですか。（あてはまる番号３つま

で○を記入してください。） 
 

介護職員処遇改善加算について、２「利用していない｣と答えた理由をみると、「支給要件に該当しな

かったから」が最も多く、次いで｢利用者の負担が増えるから｣、｢職種によって給与の差が出るから｣の順で

あった。「支給額が低いから」とした回答は 5.1%であった。 

 
  

18.8%（n=51）

19.1%（n=52）

9.6%（n=26）

13.6%（n=37）

5.1%（n=14）

19.5%（n=53）

14.3%（n=39）

30.4%（n=17）

0.0%

16.1%（n=9）

26.8%（n=15）

0.0%

17.9%（n=10）

8.9%（n=5）

0% 10% 20% 30% 40%

職種によって給与に差が出るから（支給要件に
該当する者としない者が生じるため）

利用者の負担が増えるから

継続されるかどうか、不安だから

手続きが複雑だから

支給額が低いから

支給要件に該当しなかったから

その他

介護職員処遇改善加算を利用していない理由

H25年度 H22年度

n= 
H25 年度：272 
H22 年度：  56 
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問２１  介護サービス事業について、今後どのような方向性を考えていますか。 
 

介護サービス事業の今後の方向性をみると、介護サービスの種類、事業所の規模及び人件費総額に

ついては、｢変化なし｣が最も多く、それぞれ 54.2％、51.7％、33.2%であった。 

 
  

12.6%

14.4%

16.9%

20.2%

20.4%

21.3%

1.6%

1.4%

2.3%

2.2%

5.9%

4.3%

54.2%

52.7%

51.7%

45.8%

33.2%

30.7%

22.5%

20.6%

22.5%

22.0%

31.2%

31.8%

9.1%

10.8%

6.6%

9.7%

9.3%

11.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ２５年度

Ｈ２２年度

Ｈ２５年度

Ｈ２２年度

Ｈ２５年度

Ｈ２２年度

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
種

類
事

業
所

の
規

模
人

件
費

総
額

介護サービス事業の今後の展開について
増やす 減らす 変化なし わからない 無回答

人件費総額 

事業所の 
規模 

介護サービ
スの種類 

n= 
H25 年度：946 
H22 年度：277 
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問２２  介護現場の状況や要望などご意見がありましたら、ご記入ください。 
 

自由記載の概要 
 

261 件の自由意見のうち、主なものは以下のとおりであった。 

 介護報酬に関するものとして、介護報酬の引き上げ。 

 介護保険制度に関するものとして、人員配置基準の見直しなど。 

 職員の処遇の改善や地位の確立に関するもの。 

 処遇改善加算に関するものとして、加算の対象者の拡大（介護職員以外も）。 

 研修の充実に関するものとして、参加しやすい日時（土・日など）の研修の開催。 

 書類作成等の事務量の軽減・簡素化に関するもの。 

 人材確保の困難さに関するものとして、雇用形態や勤務形態によりミスマッチがある。 


